
 

環境

33  環境　サマリー
	 35  環境マネジメント
		  37  �バリューチェーンにおける環境影響　
	 41  環境目標
	 42  気候変動対策　
	 56  �TCFD提言に基づく情報開示�

-リスクと機会の認識と対応-
	 59  資源循環社会への貢献
	 63  生物多様性
	 72  環境技術開発

32

Daigasグループ Sustainability Report 2026

Contents Introduction Management Social Governance  ESG DataEnvironmental



Environmental 環境 サマリー

基本的な考え方
地域および地球規模の環境保全は、エネルギービジネスを中心に事業展開するDaigasグループにとって極めて重要な使命です。我々のあらゆる活動が環境と深くかかわっていることを認識し、気候変動をはじめとする環境
問題に対応し、革新的な技術の開発と普及を推進し、エネルギーのカーボンニュートラル（以下、CN）化を最重要課題として取り組むとともにエネルギーや原材料等の資源の高度利用、生物多様性への影響の回避と低減に取
り組みます。
気候変動対策では、2021年1月には、「カーボンニュートラルビジョン」、2023年3月に「エネルギートランジション2030」の公表を通じて、2050年のCN実現への挑戦を表明し、新たな取り組みによる知見をもとに2030年ま
でのエネルギートランジションに向けた考え方や具体的な方策を示しました。
その後、多数の再生可能エネルギー電源開発、複数のe-メタン※製造プロジェクトの立ち上げ・推進、脱炭素化に資する革新的な技術開発の進展等により、未来に向けた活動を着実に深化させています。
また、国際的な地政学リスクが高まるなか、エネルギーのCN化と安定供給の両立が一層求められるようになっています。このような未来に向けた活動の加速やエネルギーに関連する事業環境の変化を踏まえ、2050年のCN
実現に向けてエネルギートランジションのロードマップをより明確にするとともに、ステークホルダーの皆さまと「ミライ価値」を共創していくためのソリューションをまとめた「エネルギートランジション2050」を2025年2月に
策定しました。
なお、「中期経営計画2026」において「エネルギーのカーボンニュートラル化」をマテリアリティの一つに位置づけ、CN実現への取り組みを加速させていきます。
※水素とCO2を原料に製造された合成メタン

具体的な取り組み 中長期で掲げた環境分野でのビジョン・施策・目標の実現に向けて、「Daigasグループ環境方針」等の社内規程に則り、環境にかかわる重要事項については「環境部会」「サステナビリティ推
進委員会」でモニタリングし、「サステナビリティ推進会議（経営会議）」にて報告・審議、取締役会に付議しています。

テーマ 取り組み事項 具体的な取り組み

•環境ガバナンスの強化
•環境マネジメントシステムの維持・継続
•環境目標達成に向けたフォロー・意識向上
•環境コンプライアンスの強化

•環境マネジメントシステム（EMS）の継続運用
•バリューチェーンにおける環境影響の把握
•環境人材の育成　e-ラーニング受講（6,023人）

•CNへの貢献
•自らの事業活動でのCO2削減
•お客さま先・バリューチェーンのCO2削減
•社会全体へのCO2削減貢献
•未利用エネルギーの活用

•LNG船の効率的な運航、LNGバンカリング事業による船舶燃料の低炭素化、低公害車等の利用拡大
•�天然ガス、高効率・高付加価値機器や再エネ電源の普及拡大によるCN化推進
•情報・不動産・材料分野の高品質なソリューション普及による環境価値の提供
•CDP「気候変動」に対応

マテリアリティに基づくKPI 2025年度マテリアリティ実績

グループCO2排出量 2,332万トン(2017年度比　▲870万トン)※1

CO2排出削減貢献量※2 738万トン
再生可能エネルギー普及貢献量 454万kW
再生可能エネルギー電源比率 38.0%
自社オフィス・社用車CO2削減率 57％
e-メタン等社会実装の推進 e-メタンサプライチェーンプロジェクトにおけるFEED実施意思決定
メタネーション技術開発の推進 SOECメタネーションのベンチスケール装置の製作完了、試運転実施

 �エネルギーの 
カーボンニュートラル化

	 ※1 国内サプライチェーン（スコープ１・２・３）における排出量
	 ※2 2017年度以降にお客さま先や自社事業活動に導入する高効率設備や低炭素エネルギー等により、算定年度1年間にCO2排出を削減すると推定される効果を算定

方針・推進体制

環境マネジメント P.35

環境目標 P.41

2025年度実績

気候変動対策 P.42

TCFD提言に基づく 
情報開示 P.56

環境技術開発 P.72

2025年度実績

環境目標

マテリアリティ
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テーマ 取り組み事項 具体的な取り組み

•事業活動での3Rの推進
•バリューチェーンでの3Rの推進
•プラスチック資源循環の活動
•事業活動における化学物質の管理

•�大阪ガス（ネットワーク会社、基盤会社含む）①産業廃棄物・一般廃棄物の再資源化率98%以上、②PE管リサイクル率100％、�
③ガスメーター再資源化率100%

•関係会社①産業廃棄物・一般廃棄物 再資源化率92%以上
•お客さま先や事業活動での使用済み機器等の3Rを推進

•�大阪ガス（ネットワーク会社、基盤会社含む）①98.6%、②100%、③100％
•関係会社①96.9%

•生態系の保全の取り組みの推進
•自然資本へのインパクト最小化に向けた取り組み
•TNFD対応

•生物多様性への影響評価を通じたリスクの把握と保全の取り組みを推進する
•ガス導管工事における掘削土の再利用促進による環境保全:導管工事掘削土の再資源化率99％以上

バリューチェーンにおける生物多様性への影響の回避と低減への継続的な取り組み
•バラスト水の管理
•地域性種苗、希少種の保全
•都市開発事業での地域性種苗の活用
•導管工事掘削土の再資源化率99.9％
•地域やお客さまとの生物多様性啓発活動の実施

•自然資本へのインパクト最小化に向けた取り組み
•水リスク対応

•水ストレスの影響評価を通じて水リスクを把握し、水資源の保全を推進する
•水質汚染の防止:水質汚染に関する環境規制違反0件

•事業所での節水に努め水使用量を削減
•水質汚染に関する環境規制違反0件

•グリーン調達・購買の推進
•「グリーンパートナー制度」の登録お取引先は162社

資源循環社会への貢献
P.59

環境目標

2025年度実績

生物多様性 
P.63

環境目標

2025年度実績

水資源 
P.71

環境目標

2025年度実績

グリーン調達・購買
P.114

2025年度実績
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環境マネジメント

環境ガバナンスの推進体制
Daigasグループは、代表取締役社長のもと、役員などがサステナビリティに関する活動計画および活
動報告の審議を行う「サステナビリティ推進会議」、当社グループのサステナビリティ活動を統括する役
員「Chief Sustainability Officer（CSuO）」（常務執行役員）を委員長とする「サステナビリティ推進委
員会」を設置し、適切かつ積極的な活動の実践に努めています。「サステナビリティ推進委員会」は年3
回開催し、サステナビリティ経営の施策目標に対する実績状況や、気候変動による財務影響が大きい
と想定される事業計画などの重要事項を取締役会に付議・報告しています。
また、環境分野に関連する議題について「環境部会」を設置し「サステナビリティ推進委員会」との連
携を図り、環境マネジメントを推進しています。その際には、CSuOのもと、ISO14001に基づく全
社一体型の環境マネジメントシステム（EMS）を運用し、全従業員で事業活動における環境負荷の
軽減、環境法令遵守の徹底を図っています。
当社グループでは、国内の関係会社においても、ISO14001やDaigasグループ環境マネジメント
システム「OGEMS」などのEMSを運用しています。

方針・考え方
Daigasグループは、「Daigasグループ環境方針」に則り、その内容の実現を目指して環境マネジ
メントシステム（EMS）を構築、運用しています。方針では気候変動をはじめとする環境課題への
対応を宣言し、環境負荷の一層の低減、汚染の予防、生物多様性を含む環境保護などへ取り組むこ
とを掲げています。
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■ 環境マネジメント推進体制

Daigasグループ環境マネジメントの仕組み
Daigasグループでは、グループ全体で環境負荷を削減していくために、2030年度に向けた長期
ビジョンのほか、中期環境目標を定め、達成に向けて進捗を管理しています。環境目標は、「CO2排出
削減」「再生可能エネルギ－普及」「廃棄物の排出抑制・再資源化促進」「掘削土の再資源化促進」等を
掲げています。また、当社グループの一連のバリューチェーン上での活動において、気候変動に影響
を及ぼすGHG排出量実績を毎年算定・把握し、排出削減の取り組みを進めるための情報として活用
しています。これらの目標・実績は、環境マネジメントシステム（EMS）の仕組みを活用したPDCAサイ
クルにより管理しています。
気候変動関連の体制については P.56をご覧ください。

■ EMSの仕組みを活用したPDCAサイクル

認証機関による外部審査

■定期審査（1回/年）
　（内、3年毎に更新審査）
■認証機関：（一財）日本ガス機器検査協会

見直し（Action）
■ 課題の抽出
■ 対応策検討・改善

実施・運用（Do）
■ 目標への取り組み
■ 指標の実績把握

計画策定（Plan）
■ 環境に関する横断的課題への対応
■ 環境戦略立案
■ 各組織活動への反映

点検（Check）
■ �環境部会・サステナビリティ推進委員会・

サステナビリティ推進会議（経営会議）で
の目標・実績の報告・フォロー

■ �環境パフォーマンスデータに対する 
第三者検証受審

環境価値も勘案した役員報酬制度
大阪ガスは、短期および中長期的な企業価値向上に資すること目的として、2021年12月
23日開催の取締役会において前年度のサステナビリティ指標※達成度係数を役員報酬に
反映することを決議し、2022年度実績に基づき支給される2023年7月以降の報酬から適
用しています。
2024年度からは、「中期経営計画2026」で掲げたエネルギーのカーボンニュートラル化に
関する目標をはじめとする非財務（マテリアリティ）指標の達成状況を含んでいます。役員
報酬制度については P.141-P.142をご覧ください。
※2025年度にESG指標からサステナビリティ指標に名称を変更

▶︎ Daigasグループ環境方針
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環境に関する法律違反、罰金
2025年度において、環境に関する法令・条例違反による行政処分はありませんでした。

国内の主要な関係会社でEMSの構築・認証を継続
Daigasグループでは、グループ共通規程「環境管理に関する規程」のもと、原則として、国内にある
主要な関係会社において環境マネジメントシステム（EMS）を構築・運用しています。
関係会社が導入しているEMSの規格には、ISO14001をはじめ、自治体が主導して策定したEMS
規格のほか、これとほぼ同等の機能を持つ自己宣言型EMS「Daigasグループ環境マネジメントシス
テム（OGEMS）」などがあります。

ISO14001 認証取得状況
大阪ガスは、1997年度から各部門で順次、国際的な環境マネジメントシステム（EMS）規格である
ISO14001の認証取得を進め、2005年度までに各部門の7つの環境マネジメントシステム（EMS）
で全社をカバーすることができました。2006年度からは、全社一体となった環境マネジメントシス
テム（EMS）の統合を進め、2007年
12月に大阪ガス統合認証を取得しま
した。また2009年以降、3年に一度の
ISO14001の更新審査を受審し、
2020年の基盤会社3社・2022年の
大阪ガスネットワーク（株）への機能移
管等の組織改編にも対応し、統合認
証を継続取得しています。 ISO14001外部審査全体会議ISO14001登録証

環境啓発活動
事業活動で培ったノウハウを活かした環境コミュニケーションを展開
当社グループは地域に根ざした事業を営んでおり、地域の皆さまとの良好な関係なくして経営は成
り立たないと考えています。会員制サイト「マイ大阪ガス」では、省エネ情報の発信や「大阪ガスの電
気」の節電オプション等を通じて、お客さま参加型のエネルギーマネジメントを推進しています。具体
的には、節電へのご協力や再エネ余剰時間帯への電気使用シフトに応じてポイントを進呈すること
で、お客さまの省エネ行動を後押ししながら、電力需給の安定化と再エネの有効活用の両立を図っ
ています。また、当社グループが事業活動で培ってきたノウハウを活かし、「エネルギー環境教育」等
を通じた次世代育成にも取り組んでいます。

環境コミュニケーション
環境教育
環境月間に多彩な活動を展開
毎年、環境月間の6月には、Daigasグループの従業員が様々な環境活動を展開しています。事業所
の省エネ、環境保全、社内外への環境教育、地域の環境イベントや清掃活動への参画などを通じて、
一人ひとりの活動が環境と深くかかわっていることを改めて認識するとともに、環境と調和した社会
に貢献する取り組みを継続する機会としています。

e-ラーニングと集合研修の実施
当社グループでは、環境マネジメント
システムの運用の一環としてe-ラーニ
ングや集合研修を毎年実施し、環境の
取り組みに関する従業員の力量を確
保しています。
e-ラーニング「ISO環境教育コース」
では、環境に関する基礎知識やグルー
プの取り組み内容、環境法令の知識
などを学びます。また、集合研修では、環境問題の最新の動向や実践的な取り組み事例などを学
び、環境に関する意識を高めます。

e-ラーニング

36

Daigasグループ Sustainability Report 2026

Contents Introduction Management Social Governance  ESG DataEnvironmental



バリューチェーンにおける環境影響（2025年度）

ガス製造・供給

発電

事務所

LBS事業

熱供給

その他※

※�エンジニアリング／エネルギーサービス／リフォーム／
メンテサービス／技術開発　等　

自らの事業活動

通勤・出張

製品の輸送

販売協力店

廃棄

資産の貸与

販売・廃棄等（他者の活動）

都市ガス

電気

LNG・LPG

ガス機器等

化学製品等

サービスほか

お客さま先での使用

都市ガス用／発電用
／販売用

LNG・天然ガス
都市ガス用／販売用

LPG

発電用
石炭・バイオマス

その他購入製品

原材料・燃料等の調達 （他者の活動）

原材料／消耗品／資
本財／販売ガス機器
／電力／ガソリン 等

■ 取水量・排水量　 P.71をご覧ください

■ 主な原料・燃料

LNG調達量

6,259千t
上記数値には以下を含む
● 都市ガス原料
● 製造所内使用燃料
● グループ会社発電用燃料

都市ガス原料用LPG 251千t

■ 主な販売量
ガス 6,560百万m³

電力 17,238百万kWh

■ 使用エネルギー量

■ 車両燃料使用量

都市ガス 50,916 TJ
（未熱調ガスを含む）

購入電力 482 百万kWh
その他エネルギー 21,052 TJ

ガソリン 1,215 kl
都市ガス 25 千m³
軽油 761 kl
LPG 1 t

■ GHG（スコープ3※1）
排出量（千t-CO2e）

LNG・天然ガス 3,042

LPG・石炭・バイオマス 303

その他購入製品 1,608

計 4,953

■ GHG（スコープ3※3）
排出量（千t-CO2e）

都市ガスの燃焼 13,299
LNG・LPGの燃焼 1,122
計 14,421

■ GHG（スコープ3※2）
排出量（千t-CO2e）

110
従業員の通勤・出張時、製品の輸送過程、販売協力店、自ら
の廃棄物や製品廃棄物の廃棄過程、貸与した資産等でのエ
ネルギー消費に伴うGHG排出

【スコープ３のカテゴリー内訳】
※1 �カテゴリー1～ 4（購入製品、資本財、燃料調達、輸送）
※2 ��カテゴリー5～7、9、12～14（廃棄物、出張、通勤、リー

ス資産、製品の輸送、製品の廃棄、フランチャイズ）
※3 �カテゴリー11（製品の使用）

算定対象： �大阪ガス（1社）と、連結子会社（154社）のうちデー
タ把握が困難かつ環境負荷の小さい、テナントとし
て入居している会社ならびに海外の会社を除いた
関係会社（70社）の計71社。なお、エネルギー使用
量・GHG排出量については海外子会社（2社）を追
加しています。

使用したCO2排出係数については、 P.38をご覧ください

■ 廃棄物
発生量 再資源化率

一般廃棄物 922 t 96%
産業廃棄物 102,461 t 97%
掘削土 588,000 t 100%
PE管 103 t 100%

■ GHG（スコープ1・2）
排出量（千t-CO2e）

スコープ1 スコープ2
ガス製造・
事務所（供給含む） 50 98

発電 3,974 25
熱供給 49 31
LBS・その他 287 152
計 4,361 305
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バリューチェーンにおける環境影響 P.37の算定について

■使用したCO2排出係数（GHGスコープ1・2）
•電気：0.65kg-CO2/kWh（地球温暖化対策計画（2025年）、2013年度の火力平均の電力排出係数）
•都市ガス：2.09kg-CO2/m³（当社データ）
•その他：地球温暖化対策推進法の省令値

■使用したCO2排出係数（GHGスコープ3）
•都市ガスの生産・輸送に関する排出係数：出典元（一社）日本ガス協会ウェブサイト「都市ガスのライフサイクル評価」
•LNGの生産・輸送に関する排出係数：出典元「LNGおよび都市ガス13Aのライフサイクル温室効果ガス排出量の算定」（第35回エネルギー・資源学会 研究発表会 講演論文集 2016年6月）
•LPG、石炭の生産・輸送に関する排出係数：出典元「LNGおよび都市ガス13Aのライフサイクル温室効果ガス排出量の将来予測」（「エネルギー・資源」第28巻、第2号 2007年3月）
•その他の主な排出係数：環境省「サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のための排出原単位データベース（Ver.3.5）」（2025年3月）

LCAによる化石燃料のGHG排出量（CO2換算）評価
下表はライフサイクルアセスメント（LCA※1）手法により化石燃料が生産から燃焼されるまでの 各段階におけるGHG排出量（CO2換算）の比較です。LNGは、温室効果ガス排出量が化石燃料のなかで
最も少ないクリーンなエネルギーです。

■ 温室効果ガス排出量比較（g-CO2/MJ、総発熱量基準）
石炭※2 石油※2 LPG※2 LNG※2 都市ガス13A※3

生産   4.58   4.06   4.94   8.62   7.63

輸送   1.71   0.79   1.80   1.83   1.48

国内製造 − − − −   0.51

設備   0.11   0.08   0.11   0.05   0.34

燃焼 88.53 68.33 59.85 49.40 50.96

合計 94.93 73.26 66.70 59.90 60.91

比率 160 122 111 100

※1 LCA
�Life Cycle Assessment（ライフサイクルアセスメント）の略。製品やサービスについて、使用される資源の採取から製造、輸送、使用、リサイクル、廃棄にいたる全ての工程での資源やエネルギーの消費、環境に与える負荷
の程度をできる限り定量的かつ総合的に調査・分析・評価する手法です。

※2 出典　
「LNG及び都市ガス13Aのライフサイクル温室効果ガス排出量の将来予測」（「エネルギー・資源」第28巻、第2号 2007年3月）

※3 出典　
都市ガスの生産・輸送に関する排出係数：（一社）日本ガス協会ホームページ「都市ガスのライフサイクル評価」�
ただし、国内製造に関しては、2025年度の当社排出量に基づく数値としています。
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環境会計

環境会計2025年度実績
環境会計は、環境コストと効果を定量的に把握し、環境行動を効率的に推進するとともに、環境パフォーマンスを継続的に向上させていくツールとしても重要であると考え、2000年度から導入しています。
2025年度において、環境保全コストは、投資額が地球環境関連投資の減少等により前年度より減少し、費用額がグリーン購入額の減少等により前年度より減少しました。また、内部経済効果は、掘削土の
発生抑制および再生利用に伴う経費削減が進んでいます。
今後も、環境関連への取り組みを金額面からフォローし、効果的な費用投下に努めます。

 （1）環境保全コスト
環境保全コスト項目 投資額（百万円） 費用額（百万円）

主な内容 2023年度 2024年度 2025年度 2023年度 2024年度 2025年度

自社業務

地球環境 省エネ、エネルギー有効利用、オゾン層保護等のための設備投
資・維持管理費用、人件費等 68 761 300 493 905 341

公害防止 大気汚染、水質汚濁、騒音等の防止のための設備投資・維持管
理費用、人件費等 5 72 2 33 36 43

資源循環 掘削残土削減・リサイクル・廃棄物管理等のための設備投資・維
持管理費用、人件費等 0 4 0 21 31 15

環境マネジメント グリーン購入、環境教育、環境マネジメントシステム（EMS）構
築、環境対策組織等のコスト 0 0 0 4,265 5,497 3,647

節約運動、その他 工場緑化、環境保全関連補償金等 7 2 45 18 22 25

お客さま先での環境 環境R&D 環境負荷低減技術、環境配慮型商品開発等のための研究コスト 174 185 231 136 187 225

負荷改善 廃ガス機器再資源化 販売したガス機器の回収リサイクル、容器梱包等のリサイクル
コスト 0 0 0 16 36 36

社会貢献活動 自主緑化、環境広告、環境情報公表等のコスト 0 0 0 138 119 136

合　　計 253 1,025 577 5,119 6,833 4,467

 （2）内部経済効果
経済効果（百万円）

2023年度 2024年度 2025年度

掘削土の発生抑制および再生利用に伴う経費削減効果額 2,585 2,563 2,517

有価物（LNG冷熱）売却額 218 564 753

省エネ・省資源等による経費削減額 −69 254 −201

合　　計 2,734 3,382 3,069
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（3）環境保全効果
環境負荷水準 環境負荷総量 環境負荷抑制量

単位 2024年度 2025年度 単位 2024年度 2025年度 単位 2024年度 2025年度

Nox排出量（製造所）：都市ガス事業でのNox排出実績 mg/m3 1.66 1.92 t 11.02 12.58 t 72.25 89.63

COD（製造所）：製造所全体でのCOD実績 mg/m3 0.39 0.44 t 2.62 2.89 t 9.09 8.76

CO2排出量（製造所） g-CO2/m3 18.44 17.81 千t-CO2 122.63 116.84 千t-CO2 0.00 0.00

CO2排出量（事務所） g-CO2/m3 4.44 4.63 千t-CO2 29.55 30.36 千t-CO2 31.36 29.73

残土最終処分量 t/km 0.00 0.00 千t 0.15 0.41 千t 38.42 37.18

一般廃棄物処分量 g/m3 0.00 0.00 t 13.63 13.98 t 983.87 970.02

産業廃棄物処分量（廃ガス機器等含む） g/m3 0.02 0.02 t 134.48 132.05 t −5,450.24 1,310.63

（4）環境保全による社会的効果（金額換算評価）									       
2023年度金額効果（百万円） 2024年度金額効果（百万円） 2025年度金額効果（百万円）

Nox排出量（製造所）：都市ガス事業でのNox排出実績 36 26 32

COD（製造所）：製造所全体でのCOD実績 13 14 13

CO2排出量（製造所） 0 0 0

CO2排出量（事務所） 105 110 105

残土最終処分量 883 850 823

一般廃棄物処分量 3 3 3

産業廃棄物処分量（廃ガス機器等含む） 37 −167 40

合　　計 1,077 836 1,016
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環境目標
取り組みの背景・考え方
Daigasグループは、2024年3月に「中期経営計画2026」を発表し、2050年のカーボンニュートラル実現に向けたトランジション期の貢献とカーボンニュートラル社会への加速に向けた土台構築を進める期間
として位置づけ、重点戦略を示しました。
また、2021年6月の「自然関連財務情報開示タスクフォース（TNFD）」発足や2022年12月の「生物多様性条約第15回締約国会議（COP15）」において採択された「昆明・モントリオール生物多様性枠組」を
踏まえて策定された「生物多様性国家戦略2023-2030」を参照し、2024年4月に「Daigasグループ生物多様性方針」「Daigasグループ環境方針」の改定を行いました。
これらに基づき、「環境目標」を策定しました。2025年度の活動実績は以下のとおりです。

■ Daigasグループ環境目標・実績
分野 項目 目標 目標年度 2025年度実績

気候変動

グループCO2排出量
CO2排出量実質ゼロ 2050年 2,415万トン

国内：2,702万トン※1

（2017年度比　▲500万トン） 2030年 国内：2,332万トン
（2017年度比　▲870万トン）

社会へのCO2
削減の貢献 CO2排出削減貢献量※2

1,000万トン 2030年
738万トン

700万トン 2026年

自らの事業活動で
のCO2削減

再生可能エネルギー普及貢献量
500万kW 2030年

454万kW
400万kW 2026年

再生可能エネルギー電源比率
50％程度 2030年

38.0%
30％程度 2026年

自社オフィス・社用車CO2削減率
100％ 2030年

57%
67% 2026年

技術開発での貢献
e-メタン等社会実装の推進

1％導入 2030年 e-メタンサプライチェーンプロジェクトにお
けるFEED実施意思決定e-メタンサプライチェーンPJにおける最終投資決定 2026年

メタネーション技術開発の推進
SOEC パイロットスケール（400Nm3/h級）での技術確立 2030年 SOECメタネーションのベンチスケール装置

の製作完了、試運転実施SOEC GI基金事業第2フェーズ移行 2026年

資源循環
大阪ガス・基盤会社・ネットワーク会社

産業廃棄物・一般廃棄物 再資源化率　98%以上

2030年まで毎年

98.6%
ポリエチレン（PE）管 再資源化率　100％ 100%
ガスメーター 再資源化率　100% 100%

関係会社 産業廃棄物・一般廃棄物 再資源化率　92%以上※3 96.9%
バリューチェーン お客さま先や事業活動での使用済み機器等の3Rを推進する 3R推進を継続実施中

生物多様性
生物多様性への影響評価を通じたリスクの把握と保全の取り組みを推進する

2030年まで毎年
TNFDが提唱するLEAPアプローチに則っ
た分析・評価を実施

ガス導管工事における掘削土の再利用促進による環境保全 導管工事掘削土の再資源化率　99％以上 99.9%

水資源
水ストレスの影響評価を通じて水リスクを把握し、水資源の保全を推進する

2030年まで毎年
TNFDが提唱するLEAPアプローチに則っ
た分析・評価を実施

水質汚染の防止 水質汚染に関する環境規制違反0件 水質汚染に関する環境規制違反0件
※1 国内サプライチェーン（スコープ1・2・3）における排出量
※2 2017年度以降にお客さま先や自社事業活動に導入する高効率設備や低炭素エネルギー等により、算定年度1年間にCO2排出を削減すると推定される効果を算定
※3 バウンダリー変更の影響により、2025年4月に目標値を再設定
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気候変動対策
取り組みの背景・考え方
Daigasグループは、気候変動対応は経営の重要課題の一つであり、CO2排出削減の取り組みは極めて重要な使命と考えています。2021年1月には「カーボンニュートラルビジョン」の策定・公表を行い、2050年に
向けカーボンニュートラルに挑戦する姿勢を示しました。世界的な気候変動対応の潮流を踏まえ、カーボンニュートラル社会の実現に貢献するため、自社やお客さま、お客さまのバリューチェーンでのCO2排出を
削減し、2050年のカーボンニュートラルの実現を目指しています。

エネルギー供給に関する課題とDaigasグループの方針
エネルギー供給はS+3E   を基本的な考え方としており、低・脱炭素化へのトランジションに向けて、3つのEのバランスが重要です。
ただし環境にやさしいエネルギーに切り替えると、現時点ではコスト増加を招いたり、サプライチェーンが確立されていないなかでは供給安定
性が低下する可能性があります。この関係を「3Eのトリレンマ」と呼んでおり、Daigasグループはこの3つのEを同時に満たすことに挑戦して
いきます。特に、日本は資源に恵まれず、海外からのエネルギー輸入に依存していることから、国際情勢や世界のエネルギー政策の変化に注視
していく必要があると認識しています。
こうした背景を踏まえ、当社グループは、安全性を大前提に、供給安定性を最も重要視しつつ、環境性・経済性の様々な選択肢をお客さまに
ご提案することを基本方針としています。

※1

Daigasグループエネルギートランジション2050
Daigasグループは、これまで「カーボンニュートラルビジョン（2021年1月）」の公表を通じて2050年のカーボンニュートラル（以下、CN)実現への挑戦を表明し、「エネルギートランジション2030（2023年3
月）」では、2030年までのエネルギートランジションに向けた考え方や具体的な方策を示してきました。
その後、活動を深化させるなか、ロシアによるウクライナ侵攻等の国際的な地政学リスクが高まっており、エネルギーのCN化と安定供給の両立が一層求められるようなっている状況も踏まえ、2050年のCN
実現に向けたエネルギートランジションのロードマップをより明確にした「エネルギートランジション2050（ET2050）」を2025年2月に策定しました。
「ET2050」では、「CN実現に向けた全体像」「エネルギー供給の低・脱炭素化に向けた取り組み」「お客さまへお届けするソリューション」をまとめており、当社グループの考え方や取り組み、お客さまとの共創に
ついて示しています。

▶︎ カーボンニュートラルビジョン（2021年1月公表） ▶︎ エネルギートランジション2030（2023年3月公表） ▶︎ エネルギートランジション2050（2025年2月公表）

■ 国の方針
日本のエネルギー政策では、S＋3Eの達成が重要と考
えられています。2025年2月に閣議決定された第7
次エネルギー基本計画では、2040年に向けた新たな
政策の方向性が示され、国の基本方針であるS＋3E 
にバランスのとれた天然ガスを重視することや、安全
を前提としたエネルギーの安定供給を最優先する方
針が示されました。

経済性  
安定性  

環境性  
安定性  

経済性  
環境性  

環境性

経済性

安定性

エネルギー供給に関する 3Eのトリレンマ

Daigasグループは3つのEを同時に満たすことに挑戦
（CNエネルギーは高コスト）
（CNエネルギー生産は特定地域に偏在）

（従来エネルギーは低コスト・CO2排出量多）
（従来エネルギーの方が安定的に供給）

（多重化・分散化によるコスト上昇）
（再生可能エネルギーは天候により変動）

※1：S+3E＝安全性(Safety)、安定供給(Energy Security) 、経済効率性（Economic Efficiency） 、環境性(Environment)　※2：2022年度 エネルギー需給実績（確報）

…

エネルギー供給で考慮すべきリスク
●  国際情勢リスク（国際紛争）
●  地政学リスク（エネルギーの低自給率）
●  自然災害リスク（地震・台風）
●  パンデミックリスク（COVID-19）
●  規制リスク（カーボンプライス）
●  為替リスク（円安）

日本のエネルギー自給率は12.6%※2
→海外からのエネルギー輸入に依存

Environment
環境性

Economic
Efficiency
経済性

Energy
Security
安定性(供給)

Safety
安全性

低・脱炭素化への
トランジション

エネルギー供給の基本的な考え方
S＋3E
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低・脱炭素化ロードマップ

現段階ではCNなエネルギーは割高であることから、社会コストを最小化するためには、段階的にトランジションを進める必要があると考えています。
2030年までは省エネや既存技術を活用した低炭素社会へのトランジション、2030年からはCNエネルギー導入による脱炭素社会へのトランジションを進め、 2040年から革新技術によるCNエネルギーの普
及を拡大・加速して、エネルギートランジションを牽引していきます。総合エネルギー企業としてS+3Eを踏まえた最適なソリューションをご提案し、ステークホルダーの皆さまとともにCN社会の実現を目指します。

カーボンニュートラルビジョン（2021年1月公表）
エネルギートランジション2030（2023年3月公表）

エネルギートランジション2050（2025年2月公表）

カーボン
ニュートラル
社会の
実現

2020 2030 2040 2050

低炭素社会へのトランジション期
（天然ガス高度利用・省エネ）

脱炭素社会へのトランジション期
（CNエネルギーの初期導入＋政策支援）

CNエネルギーの普及拡大・加速期
（革新技術の社会実装）

熱エネルギー
カーボン
ニュートラル化

電気エネルギー
カーボン
ニュートラル化

ネガティブ
エミッションの
取り組み

※1  VPP＝Virtual Power Plantの略称で、情報通信技術等により、アグリゲーターと呼ばれる事業者が分散電源等を統合的に制御することで、あたかも1つの発電設備のように機能する仮想発電所のこと
※2  CCS＝二酸化炭素の回収・貯留(Carbon dioxide Capture and Storage)   
※3  H-to-A産業＝CO2排出削減が困難な産業(Hard to Abate）

天然ガス高度利用 e-メタン・バイオメタンへの移行 e-メタン・バイオメタン導入加速

天然ガス転換石炭・石油
(熱源・船舶燃料等) e-メタン・バイオメタンへの移行 e-メタン・バイオメタン導入加速

e-メタン
本格導入開始 革新技術導入

SOECメタネーション

新規利用（水素・アンモニア利用 発電所近傍等）

アンモニア・バイオマス利用等を検討

水素・アンモニア利用を検討

再生可能エネルギー電源開発（太陽光 ・ 陸上風力 ・ 洋上風力 ・ バイオマス）/蓄電池の活用 さらなる普及拡大

電力の高度利用（VPP※1実証・需給マネジメントシステムの高度化）

天然ガス火力発電

VPP実装・需給マネジメント確立

火力電源ゼロ・エミッション化

e-メタン・バイオメタンへの移行／水素やCCS利活用等の活用

森林吸収プロジェクトへの出資・参画／カーボン・オフセット都市ガスの利用

CCS※2（H-to-A産業※3を中心としたCO2排出者からのCO2を回収／将来は大気中のCO2を回収）

石炭（臨海部）
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CO2削減ロードマップ

Daigasグループは、2050年のCN社会の実現に向けたCO2削減ロードマップを策定しました。
現在、エネルギーの安全保障が重要視されるなか、国の2040年に向けたエネルギーの需給見通しには、リスクケースも含め多様なシナリオが必要とされています。当社グループとしても、国が想定している
シナリオを含む複数のシナリオを検討しました。そのなかで、最大限にCNが進展した「革新技術拡大シナリオ」に基づく想定値を以下に示しています。これはあくまで一つのシナリオであり、2030年頃までにそ
の実現可能性を見極め、国際情勢や制度の動向に注目しながらシナリオの見直しを行っていく方針です。
なお、今後の主な設備投資については、当社グループが掲げる長期的なGHG排出削減目標（2050年までにCNの達成）の実現に即したものとし、クリーンエネルギー等の脱炭素資産・製品への投資を進めていく
こととしています。

 

 

 

事業環境変化に柔軟に対応

複数シナリオ

3,200 天然ガス ⇔ e-メタン
シームレスな移行が可能

（事業環境に応じた選択の柔軟性）

C
B
A

C
B
A

※1 日本の第7次エネルギー基本計画で示されているエネルギー需給見通しのシナリオ　　
※2 DACCS＝二酸化炭素の分離・回収するDAC技術と地中に貯留するCCS技術を組み合わせた技術 (Direct Air Carbon Capture and Storage) 

今後の国際情勢、制度支援等の外部要因に大きく影響を受けることから、事業環境変化に応じてシナリオを見直す可能性がある

エネルギー
トランジション
シナリオ

社会全体への
CO2排出
削減貢献量

国内
サプライチェーン
CO2排出量
（Scope 1・2・3）

[万トン/年]

Scope 3

Scope1+2
2017年

燃料転換
LNGバンカリング普及2030年目標

● CO2排出削減量: ▲500万トン
● CO2排出削減貢献量: ▲1,000万トン
● 再エネ普及貢献量: 500万kW
● 国内電力事業の再エネ比率: 50%程度
● e-メタン等の導入: 1%
● 自社オフィスビル/社用車のCO2排出ネット・ゼロ化

省エネ推進
e-メタン導入

高効率天然ガス
火力発電導入

e-メタン普及等
SOECメタネーションによる
e-メタン普及拡大・加速

DACCS※2
普及拡大等

火力発電
ゼロ・エミッション化

2050年2040年2020年 2030年

▲60
複数シナリオ

さらなる燃料転換・
CCS導入等

CCS普及拡大等

2030年以降は複数のシナリオ想定

シナリオA

シナリオB

シナリオC

革新技術拡大シナリオ※1

技術進展シナリオ※1

低炭素化推進シナリオ

シナリオAにおける2040年想定

（e-メタン・バイオメタン・カーボンクレジット等
多様な選択肢を組み合わせて取り組む）

● CO2排出削減量 : ▲1,000万トン
● CO2排出削減貢献量 : ▲1,500万トン
● 再エネ普及貢献量 : 1,000万kW
● ガスCN化率 : 40%

石炭・石油等から天然ガスへの転換
省エネ技術(コージェネレーション等)の導入
再生可能エネルギーの拡大

CN達成

▲1,000 最大
▲1,500

500▲ 最大
▲1,000

CN達成

脱炭素社会へのトランジション期 CNエネルギーの普及拡大・加速期低炭素社会へのトランジション期
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社会全体へのCO2削減貢献についての考え方
熱エネルギーのカーボンニュートラル化に向けて、確実な低炭素化につながる石炭や石油からの天然ガスへの燃料転換はトランジション期に有効な手段です。例えば、石炭から天然ガスに切り替えるだけで、
同一熱量あたりのCO2排出量は約45%削減することができるので、Daigasグループでは、この天然ガスへの燃料転換により、お客さまとともに地域の大幅な低炭素化を実現し、社会全体のCO2排出量を
削減していくことを目指しています。
一方、社会全体のCO2排出量は大きく減少するなかで、この燃料転換では、天然ガスの利用が拡大し、当社グループのサプライチェーン全体のCO2排出量は増加するように見えます。この社会全体のCO2
削減は、“CO2排出削減貢献量”という指標で示すことができます。この、“CO2排出削減貢献量”は、⾃社の製品・サービスによって他者のCO2排出量削減にいかに貢献したかを定量化したものであり、当社
グループとしても、重要な指標として積極的に推進していきます。

■ CO2排出削減貢献量の概念図

社会全体の
CO2排出削減を示す指標

“CO2排出削減貢献量”

お客さまの
CO2排出量は減少

Daigasグループの
CO2排出量は増加
(天然ガスの販売増加)

CO2 CO2

Daigas
グループ
CO2
排出量

Daigas
グループ
CO2
排出量

社
会
全
体
の
排
出
量

燃料転換 前 燃料転換 後

⃝�燃料転換によって、お客さま先とともに
地域の⼤幅な低炭素化を実現

　→ 社会全体のCO2排出量を削減

⃝�⼀⽅、お客さまの天然ガス利⽤により、
DaigasグループのCO2排出量は増加

Daigasグループによる燃料転換(石炭→天然ガス)事例

燃料転換の提案

Daigasグループ
工場

CO2排出削減貢献量 天然ガスへの転換で▲45%

自社の製品・サービスによって他者のCO2排出量削減に、
いかに貢献したかを定量化したもの

他者への貢献による
社会全体のCO2排出量削減効果を示す指標

「温室効果ガス排出削減貢献定量化ガイドライン」
（経済産業省2018年３月発行）に基づき算定

▲45%

天然ガス
55

石炭
100

※「特定排出者の事業活動に伴う温室効果ガスの排出量の算定に関する省令」（経済産業省・環境省）に基づき作成

■ 「CO2排出削減貢献量」とは■ 同一熱量あたりのCO2排出量※

CO2排出削減貢献量という指標を活用
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DaigasグループCO2排出削減貢献量
Daigasグループは、お客さま先や自社事業活動において、国内外で様々な低・脱炭素化システムの
導入に取り組んでおり、社会全体のCO2排出削減に貢献するシステムを対象にCO2排出削減貢献
量を算定しています。
当社グループがお客さま先や自社事業活動で、2017年度以降に導入した下記システムによる、
2025年度の1年間にCO2排出を削減する効果（2025年度実績）を算定した結果、738万トンの
削減に貢献しました。
なお、実績値については、「温室効果ガス削減貢献定量化ガイドライン」（経済産業省 2018年3月
発行）に基づき、以下の表内に示す算定方法、ベースラインの考え方を前提とし、ストックベース法
で算定しています。

■ CO2排出削減貢献量実績

■ 算定方法

低・脱炭素化システム 削減効果の算定方法 ベースラインの 
考え方

自社の 
事業活動
での削減

�再生可能エネルギー電源

発電または
調達量 × 火力平均の�

電力排出係数※ 火力発電を代替

高効率な火力発電

発電量× 既存火力との
CO2排出係数差

既存火力の�
排出係数との比較

都市ガス製造工程での�
冷熱発電設備 発電量× 火力平均の�

電力排出係数 火力発電を代替

太陽光発電所風力発電所

バイオマス発電所　等

高効率火力発電所

低・脱炭素化システム 削減効果の算定方法 ベースラインの 
考え方

お客さま先 
での削減

�高効率な分散型システム
家庭用燃料電池 ：
導入台数×1台あたり削減量 従来型�

給湯器（ボイラ）と�
購入電力からの代替コージェネレーション ：

導入容量×容量当たり削減量

天然ガスの普及拡大・高度利用
燃料転換 ：
開発量×CO2排出係数差

他燃料での�
排出量との比較

ガス空調 ：
販売容量×容量あたり削減量 従来型空調機を代替

高効率給湯器 ：
導入台数×1台あたり削減量 従来型給湯器を代替

省エネ提案�
（太陽光発電設備、照明のLED化）

発電または�
節電量 × 火力平均の�

電力排出係数※ 火力発電を代替

※ �地球温暖化対策計画（2025年）における�
火力平均の電力排出係数：0.65kg-CO2/kWh（2013年度）を用いて算定

コージェネレーション家庭用燃料電池

燃料転換 高効率給湯器

ガス空調

2017 2018 2019 2020 2021 2022 2030年度
目標

2023 2024 2025（年度）

386万トン

629万トン

738万トン
1,000万トン

61万トン
106万トン

165万トン
228万トン

336万トン

501万トン
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グループCO2排出量（Daigasグループバリューチェーンの環境負荷）： 
実質ゼロへ向けた取り組み
Daigasグループ事業全体のバリューチェーンを対象に、温室効果ガス（GHG）排出量を算定しました。算定は、国際標準であるGHG
プロトコルの経営支配力基準に基づいて実施しています。
2025年度のGHG排出量総計は約2,415万t-CO2e※となり、当社グループの自らの事業活動に伴う排出量（スコープ1、スコープ2）
は約467万t-CO2eで全体の約19％、グループ事業のバリューチェーンにおける他者での排出量（スコープ3）は約1,948万t-CO2eで
全体の約81％となりました。全体の約60%（1,442万t-CO2e）が都市ガス・LNGの燃焼に起因するお客さま先での排出です。
一方、全体の約17%（400万t-CO2e）が、発電事業による排出で、自らの事業活動における排出量の大半を占めるため、最新鋭の高
効率発電設備や再生可能エネルギー電源の導入による排出削減に今後も取り組んでいきます。
また、原材料や燃料の調達による排出が約20%（495万t-CO2e）であり、そのうち、LNG等のエネルギーの調達によるものが7割を
占めており、サプライヤーと連携した取り組みや輸送船の燃費向上等に引き続き努めます。
※国内サプライチェーン（スコープ1・2・3）のCO2排出量は2,332万トン

自らの事業活動でのCO2排出削減：エネルギー消費管理と運用効率の向上
Daigasグループは、省エネ法の枠組みのなかで、その対象企業においてエネルギー節約のための目標と行動計画を持ち、全体的なエネルギー効率にとって重要なエネルギーフローを定期的に監視していま
す。当該企業においては毎年エネルギー消費量を見直し、エネルギー目標と行動計画に対する進捗状況を評価します。 エネルギー消費量削減に向けた取り組みとしては、従業員やサプライヤーへのエネルギー
管理に関する研修の実施や、エネルギー消費を管理する最新技術や省エネのためのシステム導入を推進しています。 
また、当社グループでは、オフィスや社用車のCO2ネット・ゼロ化、都市ガス製造所での冷熱発電などにより、当社グループにおけるCO2排出削減に取り組んでいます。材料事業では、2024年度にはインド活性
炭工場に排熱を利用した発電設備を導入し、2025年度はその取り組みを水平展開し、新たにインド内の別工場に炭化炉とその排熱を利用した発電設備の導入検討を開始しました。

■ �バリューチェーンにおけるGHG排出量（2025年度実績） 
詳細データは P.37をご覧ください

調達
469万t-CO2e

1,948万t-CO2e

1,442万t-CO2e

事業
活動

お客さま先

スコープ3

LNGの燃焼

都市ガスの燃焼

GHG排出量

2,415万t-CO2e

LPG・石炭・バイオマス

その他購入製品

ガス製造・供給・事務所

発電

熱供給

LBS事業その他

販売・廃棄等（他者の活動）

LNG・天然ガス

467万t-CO2e467万t-CO2e

スコープ
1・2

スコープ
1・2

算定対象：�大阪ガス（1社）と、連結子会社（154社）のうちデータ把握が困難かつ環境負荷の小さい、�
テナントとして入居している会社ならびに海外の会社を除いた関係会社（70社）の計71社。�
なお、GHG排出量については海外子会社（2社）を追加しています。

■ エネルギー源の種類別エネルギー消費量

天然ガス火力
57,066,104GJ

再生可能エネルギー
52,755GJ

その他の
化石燃料
由来の
エネルギー
25,178,579GJ

2025年度

82,297,438GJ
合計
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自らの事業活動でのCO2排出削減：再生可能エネルギー電源開発推進
Daigasグループでは、2030年度に再生可能エネルギー
（以下、再エネ）電源比率50%程度、再エネ普及貢献量500
万kWを掲げ、風力や太陽光、バイオマスなどの再エネ事業に
取り組んでいます。
2025年度の再エネ電源比率は38％、再エネ電源の普及貢献
量は454万kWと、「中期経営計画2026」で掲げていた目標
を早期達成しました。
2025年度は、袖ケ浦バイオマス発電所・和歌山御坊バイオマ
ス発電所が運転を開始したことで、Daigasグループが出資参
画を決定している8カ所のバイオマス専焼発電所が全て稼働済みとなりました。また、2026年1月には、当社は国内初の浮体式洋上風力発電所「五島洋上ウィンドファーム」の運転を開始しました。本発電所で発
電した電気は、エネルギーの地産地消の観点から、地域の小売電気事業者に優先して供給することとしています。なお、当社は2024年7月には浮体式洋上風力発電の大規模な商用化実現に向け、複数の発電
事業者等が技術開発に取り組んでいる浮体式洋上風力技術研究組合「FLOWRA」に加入し、さらに2024年11月には全時間帯でのカーボンフリー電力供給の普及を目指す国際イニシアティブである
「24/7 Carbon Free Energy Compact」に加盟しており、今後もさらなる普及貢献を進めていきます。

■ 再エネ普及貢献量※1（2025年度）
2024年
3月末
実績

2025年
3月末
実績

2030年度
目標

2026年
3月末
実績

317万kW 454万kW370万kW

2021年
3月末
実績

105万kW 500万kW

国内
408万kW
（内、調達 222万kW）

海外
46万kW

454万kW※2

中期目標を早期達成
※1 固定価格買取（FIT）制度の適用電源を含む 
※2 意思決定済/建設中の電源を含む

■ 再エネ普及貢献量目標と実績
2024年
3月末
実績

2025年
3月末
実績

2030年度
目標

2026年
3月末
実績

317万kW 454万kW370万kW

2021年
3月末
実績

105万kW 500万kW

国内
408万kW
（内、調達 222万kW）

海外
46万kW

454万kW※2

中期目標を早期達成

自らの事業活動でのCO2排出削減：オフィス・社用車CO2ネット・ゼロ化の取り組み
Daigasグループは、自社オフィス・社用車のCO2ネットゼロ化※を目指し、2026年度にCO2排出削減率67％（2017年度比）の目標に向け取り組みを進めています。
当社グループのオフィスでは、非化石証書の利用（電力）やカーボンオフセット都市ガスによる使用エネルギーのCO2オフセットを行っています。併せて、グループの各拠点で社用車のEV化も進めています。これら
の取り組みの結果、2025年度は自社オフィス・社用車のCO2排出量を57％削減しました。

※大阪ガスおよび基盤会社3社（大阪ガスマーケティング（株）、Daigasエナジー（株）、Daigasガスアンドパワーソリューション（株））、大阪ガスネットワーク（株）が対象
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お客さま先・バリューチェーンのCO2削減
Daigasグループは、事業活動による温室効果ガス排出量の削減だけでなく、お客さま先でのCO2
排出量の削減も重要と考えています。当社グループでは、天然ガスの普及とともに高効率機器の開
発や提案など、お客さま先でのCO2排出削減のお役に立てるよう取り組んでいます。また、お取引先
や関係会社と協働で物流におけるCO2排出削減に努めています。

LNG輸送でのCO2排出削減の取り組み
船舶燃料には主に重油が使用されており、国際海事機関（IMO）は、2050年頃までにGHG排出量
ゼロを目標に設定しています。大阪ガスは、船舶燃料の低炭素化に向け、都市ガス事業者として初
めてShore to Ship方式※1による船舶向けLNG燃料の供給事業を2025年4月に開始しており、さ
らに、2026年4月には、大阪湾・瀬戸内エリアにおいて、Ship to Ship方式※2による船舶向けLNG
燃料供給事業を開始しました。当社は、2019年からTruck to Ship方式※3での船舶向けLNG燃
料供給をすでに実施しており、Ship to Ship方式の開始により、主要な３方式全てのLNG燃料供
給が可能となることで、安定かつ柔軟なLNG燃料供給に貢献します。また将来的には船舶燃料とし
て供給するLNGをe-メタンに置き換えることで、船舶燃料の脱炭素化のスムーズな移行を目指しま
す。

※1 岸壁・桟橋に係留中のLNG燃料船に対して、陸上LNGターミナルなどからLNGを供給する方式
※2 岸壁に係留中もしくは錨地に停泊中のLNG燃料船に対して、バンカリング船が接舷してLNGを供給する方式
※3 岸壁に係留中のLNG燃料船に対して、岸壁に駐車したLNGタンクローリーからLNGを供給する方式

お客さま先への高効率な分散型システム導入によるCO2排出削減への取り組み
大阪ガスでは、低炭素社会の実現に向け、省エネ・CO2削減に貢献する家庭用コージェネレーション
システムとして、都市ガスから取り出した水素と空気中の酸素の化学反応で発電する「エネファーム」
の販売・普及に努めています。「エネファーム」は、発電と同時に発生する熱を給湯等に有効利用する
高効率なエネルギーシステムです。
2020年4月に発売した「エネファームtype S」は、世界最高水準※1の発電効率55％※2に加え、本体
の耐久性向上や大幅な小型化を実現しています。また、ガスの供給停止時にも内蔵の電気ヒーター
で熱した温水を使用できる「ヒーター給湯機能」を搭載し、利便性向上に寄与しています。さらに、IoT
接続サービスの観点では、エネファームの運転データから、タイムリーに故障予兆がないか監視可能
な、「エネファーム故障予兆監視システム」を開発し、運用しています。
そのほか、環境性や経済性がさらに向上する余剰電力買取サービス「エネシェア」など、様々なサービ
スを拡充し、多くのお客さまにご利用いただいています。

セメント製造の脱炭素化に向けた低炭素エネルギー活用
当社と、当社100%子会社であるDaigasエナジー（株）、UBE三菱セメント（株）（以下「MUCC」）、西
部ガス（株）は、MUCC九州工場黒崎地区のセメント焼成用キルンの熱エネルギー源として、天然ガ
スを混焼させる実証試験（以下「本試験」）に成功しました。セメント製造プロセスにおける低炭素化
においては、セメント焼成用キルンで使用する石炭などの熱エネルギー源から排出されるCO2量を
削減することが有効な手段の１つです。本試験では、新たに開発した天然ガス混焼用バーナーを用
い、石炭の40％を天然ガスで代替し、商業規模での運転を行いました。商業運転中のセメント焼成用
キルンに天然ガスを使用した国内初※の取り組みです。本試験の結果によりe-メタンもセメント焼成
用キルンで使用できる可能性が高まりました。
低炭素エネルギーである天然ガスへの早期転換を検討し、さらに天然ガスからe-メタンへの転換を
目指し、社会インフラを整備するための基礎素材であるセメント製造におけるカーボンニュートラル
に貢献します。

※2025年8月時点。MUCC調べ

※1 �定格出力1kW以下の家庭用燃料電池
（2025年12月時点の大阪ガス調べ）。低位
発熱量基準

※2 �余剰電力買取をしている場合等、3時間以上
安定して定格発電を継続した際の発電効率。�
上記以外の場合、定格発電効率は54%（総合
効率87%）。低位発熱量基準

■  「エネファーム」「エネファームtype S」の累計販売台数

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

2024202320222021

（台）
239,330

158,679
178,771

219,954
200,507
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■ 累計販売台数

■ LNGバンカリングの方式
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当社は、2025年3月から世界で初めての生成AIを活用してカーボンクレジットの品質を評価する
Webサービス「GreenChecker（以下「本サービス」）」の提供を開始しています。本サービスは、当
社が構築したAIシステムを内蔵しており、生成AIにより、カーボンクレジット創出プロジェクトの計
画書と予め設定した複数の基準との整合性を評価することで、クレジットの品質を短時間でチェック
するものです。また、2026年1月には機能を拡充し、JクレジットやJCM※の評価が可能になりまし
た。これにより、制度の国際的な整合性やリスク評価にも対応できる体制が整い、利用者はより信
頼性の高い情報を基にカーボンクレジットの活用判断ができるようになります。今後も、パートナー
企業との連携も通じて、本サービスの適用分野を拡大するとともに、クレジット取引プラットフォーム
を形成することなどを通じてカーボンニュートラル実現に貢献します。

※JCM：二国間クレジット制度

二国間クレジット制度に基づく水田由来のクレジットの普及拡大への貢献
当社は、2025年10月に当社のほか7社とともに、二国間クレジット制度（以下「JCM」）に基づく水
田由来のクレジットの普及拡大を目指す「水田JCMコンソーシアム」を組成しました。本コンソーシ
アムは、各社がフィリピンで推進する間断かんがい技術（以下「AWD」：Alternate Wetting and 
Drying）を活用したプロジェクトによって、米の収量や天候がAWD実施に与える影響等を分析し、
パートナー国※との農業分野におけるJCMの普及拡大への貢献を目指します。調達したクレジット
全量については、カーボン・オフセット都市ガス等で提供し、中長期で10万トン-CO2／年規模への
拡大に向け、取り組みを推進します。
また、2026年2月には、フィリピンおよびベトナムでのJCMクレジット創出に関する補助事業に採
択されました。本事業では、2026年3月から2027年3月まで、フィリピンおよびベトナムにおける
AWD導入済みの水田にて、環境DNAを活用した生物多様性への影響調査を行い、AWDによる
メタン排出削減と生物多様性保全を両立させるビジネスモデルの実現可能性を検証します。当社
は、JCM市場の拡大を見据え、フィリピンでAWDを活用したメタン排出削減のプロジェクトに参画
しています。生物多様性の実態を可視化したクレジットの創出とホスト国にノウハウを提供すること
で、日本の提案の採択優位度を上げることを目指します。

※�日本と二国間で協定を結び、温室効果ガス削減プロジェクトを共同で推進し、その削減効果をパリ協定に基づ
いて双方で活用する国を指す

（株）グリーンパワーフュエルについて
大阪ガスは、西信森林資源（株）、日本製紙木材（株）との3社合弁で、バイオマス発電所向けに国産
木質バイオマスの調達および販売を行う事業会社（株）グリーンパワーフュエルを2019年3月に設
立しました。
（株）グリーンパワーフュエルは、林業に関する豊富な知見を有する西信森林資源（株）と、多数の国
産木質バイオマス取り扱い実績を有する日本製紙木材（株）と連携することで、国内の林地未利用木
材等を発電用燃料として調達・搬送し、広畑バイオマス発電所や日向バイオマス発電所など、当社グ
ループが国内で保有している複数のバイオマス発電所等へ長期安定的に供給しています。
さらに、2021年12月に兵庫県宍粟市と、バイオマス燃料の地産地消化と国内林業の持続的成長を
目指して、燃料用途に特化した早生樹の利活用にかかわる協力協定を、2025年3月には兵庫県姫
路市と木質資源のエネルギー利用を通じた脱炭素化への取り組みに関する包括協定を締結しまし
た。いずれの協定も調達量のさらなる拡大と安定調達の観点から一般的な樹種よりも短い成長・伐
採サイクルが期待される「早生樹※1」に着目し、安定的なバイオマス燃料供給体制の構築、早生樹の
利活用による持続可能な国内林業の事業モデル構築に取り組むとともに、その成果を卒FIT後のバ
イオマス発電所の自立運営化※2にもつなげていきます。

※1 �一般的に植林されている樹種よりも早く成長する樹木の総称。代表的な樹種としてセンダン、コウヨウザン等
がある

※2 �再エネ電気の固定価格買取制度（FIT制度）による最大20年間の買取が終了した後は、市場価格で発電電力
を販売する必要があるため、（株）グリーンパワーフュエルでは燃料の国産化により輸送コストを大幅に低減す
ることで持続可能な燃料コストの実現を目指している

生成AIを活用してカーボンクレジットの品質を評価するシステムを構築
Daigasグループは、再生可能エネルギーの利用拡大や、エネルギー効率の向上、新技術の導入な
ど、多岐にわたる取り組みでカーボンニュートラル社会の実現に取り組んでおり、お客さまニーズに
合わせたカーボンクレジットの活用による、ステークホルダーの皆さまの脱炭素化実現への寄与も
重要な取り組みと考えています。
カーボンクレジットは、再性可能エネルギー利用や省エネの取り組みでは削減しきれない二酸化炭
素排出量をオフセット（相殺）する手段として、国内外で注目されています。大阪ガスは国内外のプ
ロジェクトへの投資を通じて、カーボンクレジットの取得と活用を推進しています。
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バイオメタン活用への取り組み
2025年11月、当社の100%子会社であるOsaka Gas USA Corporationの子会社※1は、Archaea Energyが米国で生産するバイオメタンの調達契約を締結しました。バイオメタンは、バイオガス※2の精製
（CO2除去等）により天然ガスと同程度までメタン濃度を高めたガスを指し、燃焼時に新たな二酸化炭素を放出しないとみなされるため、都市ガス燃料の脱炭素化につながる手段として注目されています。
2026年3月には、当社およびDaigasエナジー（株）は、三井ショッピングパーク ららぽーとEXPOCITYにおいて、この米国産バイオメタンの環境価値証明書※2を付与したカーボン・オフセット都市ガスを利用す
ることに合意しました。海外産バイオメタンを日本の商業施設で初めて活用する取り組み※3です。
今後も、バイオメタンの活用および国内外のサプライチェーン構築を進めていきます。

米国「LiveOakプロジェクト」を通じたe-メタンの大規模調達
2025年12月、当社を含む5社で米国でのe-メタン製造事業（Live Oakプロジェクト、以下「本事業」）の基本設計（FEED）に関する共同開発契約を締結しました。
本事業では、米国ネブラスカ州において、再生可能エネルギーにより生成するグリーン水素※とバイオエタノール工場から回収するバイオマス由来のCO2を原料にe-メタンを製造します。
2027年度内の最終投資意思決定（FID）の実施、2030年度中のe-メタンの製造（製造容量：年間約7.5万トン）開始および2030年１％目標達成に向け、日本への輸入を目指します。

※再生可能エネルギーを用いた水の電気分解により得られる水素（製造過程においてCO2を排出しない）

※1 �Osaka Gas Trading and Export LLC （Osaka Gas USAの100%子会社）

※2 �現在、海外産e-メタン・バイオメタンが保有する環境価値は我が国の温室効果ガス排出量算
定・報告・公表制度（SHK制度）等での活用は認められておらず、国の審議会等で算定ルール
の検討が進められている。本取り組みでは北米で運用されている環境価値の証明・追跡を行
うシステム「M-RETS（Midwest Renewable Energy Tracking System）」により生成さ
れる環境価値を活用する予定

※3 2026年3月時点

■ 取り組みイメージ図
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LNG出荷基地

フリーポート
LNG出荷基地 当社

泉北製造所

LNG

天然ガス
パイプライン

米国内の環境価値証明書

米 国 国 内

米国バイオメタン製造
ららぽーとEXPOCITY

CH4

： ガスそのもの

： 環境価値
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大阪ガス都市開発（株）が初の物流施設「MFLP・OGUD大阪酉島」を竣工
～「ZEB」認証取得など環境に配慮～
大阪ガス都市開発（株）は、三井不動産（株）との共同事業となる「MFLP・OGUD大阪酉島」（大阪市
此花区）を2024年2月に竣工しました。「MFLP・OGUD大阪酉島」は大阪ガス都市開発（株）初の物流
施設事業で、Daigasエナジー（株）とのコーポレートPPA事業※1にて、屋上に約65万kWhを発電する
太陽光パネルを設置しています。また、共用部と専有部の屋内照明のLED化や、顧客ニーズに応じて
RE100対応のグリーン電力等、カーボンニュートラル化支援メニューを提供します。
このような環境配慮の取り組みにより、「CASBEE大阪みらい（大阪市建築物総合環境評価制度）」
Aランクおよび最高ランクの「ZEB」認証を取得しました。
また、「DBJ Green Building 認証」※2も取得しました。

※1 コーポレートPPA事業
電力の需要家である企業が、発電事業者との間で長期にわたって結ぶ再生可能エネルギー電力の購入契
約のこと

※2 DBJ Green Building認証
環境・社会への配慮がなされた不動産に関する認証制度。
不動産のサステナビリティについて、建物の環境性能、周辺環境・コミュニティへの配慮などの5つの視点か
ら総合的な評価に基づき★～★★★★★の5段階で認証されます

大阪ガス都市開発（株）の賃貸マンションシリーズ「アーバネックス」にて
「ZEH-M Oriented認証」を取得
大阪ガス都市開発（株）は、都市型賃貸マンションシリーズ「アーバネックス」を展開しており�
当シリーズの 「アーバネックス谷町四丁目」「アーバネックス天満橋South」「アーバネックス塚口」
の3物件において「ZEH-M Oriented認証」※1を取得しました。
また、手がける物件において「ZEH-M Oriented認証」の取得だけでなく、「スタイルプラン
E-ZERO」※2による再生可能エネルギー導入や、「CASBEE-不動産」※3、「DBJ Green Building認
証」といった、環境認証の取得などに取り組んでいます。

■ ZEH-M Oriented認証取得および再生可能エネルギー導入物件

物件名称 アーバネックス谷町四丁目 アーバネックス天満橋South アーバネックス塚口

外観写真

物件概要 竣　工／2026年5月
総戸数／106戸

竣　工／2025年
総戸数／42戸

竣　工／2025年
総戸数／40戸

※1 ZEH-M Oriented認証
ZEHとは「ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス」の略で、「ZEH-M Oriented」認証は、集合住宅版のZEH-M（ゼッチ・
マンション）において、断熱性能を向上させるとともに効率的な設備等の導入により、室内環境を維持しつつ
大幅な省エネを実現することで、年間の一次エネルギー消費量を20％以上削減することで認定されます

※2 スタイルプランE-ZERO
大阪ガスが提供するCO2排出量ゼロ、再生可能エネルギー100%の電気メニュー

※3 CASBEE-不動産
CASBEEは、建築物の環境性能を評価し格付けするもので、省エネや省資源、リサイクル性能など環境負荷低
減の側面に加え、室内の快適性や景観への配慮なども含めた建築物の環境性能を総合的に評価するシステ
ムです。「CASBEE-不動産」はCASBEEにおける建物の環境評価の結果を不動産評価に活用することを目的
として開発されたものであり、竣工後1年以上経過した既存建築物を対象に、「エネルギー/温暖化ガス」「水」
「資源利用/安全」「生物多様性/敷地」「屋内環境」の5分類の評価項目で点数化され、「Sランク★★★★★」
「Aランク★★★★」「B＋ランク★★★」「Bランク★★」の4段階で評価されます

大阪ガス都市開発（株）は分譲マンションに「ZEH-M Oriented」を標準採用
大阪ガス都市開発（株）は、2022年4月にZEHデベロッパー認定を取得し、以降、新築分譲マンション
ブランド「シーンズ」において、ZEH-M Orientedを標準採用しています。「シーンズ」ではこれまでも
建築環境総合性能評価システム「CASBEE」Aランクや、低炭素建築物（二酸化炭素の排出の抑制に
資する建築物）認定の取得にも力を入れてきました。また、家庭用燃料電池「エネファーム」をはじめ、
「Low-E複層ガラス」「保温浴槽」「節水トイレ」「LED照明」などの省エネ機器の積極的な採用にも取り組
んでいます。2025年度までのZEH-Mを標準採用した新築マンション物件数は8件（Ready3件、
Oriented5件）です。
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■ D-Response
電力ひっ迫時に一般送配電事業者の判断でデマンドレスポンスを発動します。

将来のエネルギー消費削減への取り組み
Daigasグループは、電力広域的運営推進機関（OCCTO）が行う容量市場※において、アグリ
ゲーターとしてお客さまに電力負荷設備や自家発電設備（負荷設備等）をコントロールいただき、
電力需要を抑制することで、お客さまが報酬をお受け取りいただけるデマンドレスポンスサービス
「D-Response」を展開してきました。2025年度末現在、約256拠点で採用いただいており、今後
もさらに普及拡大を目指しています。

※�容量市場とは、電力量（kWh）ではなく、将来の供給力（kW）を取り引きする市場です

EV充電の自動制御によるデマンドレスポンスの共同実証を開始
大阪ガスは、パナソニックエレクトリックワークス（株）（以下、パナソニック）と、電力需給の安定
化とカーボンニュートラル社会の実現を目指し、EV充電を対象としたデマンドレスポンスの共同
実証（以下「本実証」）を開始しました。
本実証では、2026年6月から12月までの期間、関西エリアの戸建住宅50世帯を対象に、当社の
「節電オプション」とパナソニックが提供する 
「おうちEV充電サービス」アプリおよびIoT 
EVコンセント※を連携させ、遠隔でEV充電を
制御します。制御後は、当社が充電実績と電
力市場価格をかけ合わせて、制御による電力
需給調整力の創出可能性を検証します。ま
た、参加者の利便性・受容性についても確認
します。
本実証を通じて、EVの普及により今後増加す
る新たな電力需要に対し、お客さまの手間を
増やすことなく柔軟に調整・制御できる社会
の実現を目指します。

※ �パナソニック製200VEVコンセントと別途IoT制御モジュールを組み合わせたものをIoT EVコンセントと呼称

■ 実証イメージ
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CO2の回収・利用・貯留（CCUS・DAC）に関する取り組み
大阪ガスは、CO2の回収・利用（CCU）や、CO2の回収・貯留（CCS）に関し、パートナーと共同で両社
の知見を活かした検討・連携を進めています。
2023年5月には、三井化学（株）と共同で、当社のe-メタンやCO2貯留の知見を踏まえ、三井化学
（株）大阪工場の製造プラントおよび用役設備から排出される排ガスからCO2を分離・回収し、国内
外で利活用（CCU）することや、地中貯留（CCS）することを目指し、概念設計および経済性試算を開
始しています。また、同年5月にShell Singapore Pte. Ltd（以下、シェル）と共同検討の契約を締結
し、当社のCO2排出の工場などに関する知見と、CO2液化輸送やCCSに関するシェルの世界的な
ネットワークや知見を組み合わせ、回収したCO2を集約・液化した後、アジア太平洋地域の貯留地ま
で船舶輸送し、地中に圧入・貯留することを想定したCCSバリューチェーンの事業性評価を実施して
います。
2024年3月からは、UBE三菱セメント（株）とともに、当社のe-メタンやCO2貯留の知見を踏まえ、
UBE三菱セメント（株）九州工場のセメント焼成用キルンから排出される熱エネルギー由来およびセ
メント原料由来のCO2を回収し、地中へ圧入・貯留するといったCCSに加え、e-メタンによる再利用と
いったCCUSのバリューチェーン設計および経済性の評価を実施しています。
さらに、三菱重工業（株）と大阪ガスのe-メタンやCO2貯留の知見、三菱重工業（株）のCO2回収、
CO2の液化輸送、CO2マネジメント（CO2NNEX®※）の知見を組み合わせ、CO2の回収方策および船
舶でのCO2輸送、地中への貯留といったCCSに加え、e-メタンによる再利用といったCCUSの事業
性評価を実施しています。
加えて当社グループでは、コア技術である材料技術を活かし、DAC技術の取り組みも進めています。
DACの研究で先行する米国のジョージア工科大学と共同で、糸状のファイバー型吸着剤の開発を
進めています。太陽熱や廃熱等として豊富に得られる低温の熱を利用できる高性能なCO2吸着材で
あり、世界トップレベルの省エネなDACシステムの開発を目指しています。
これらの取り組みにより、CO2バリューチェーン構築を目指すとともに、カーボンリサイクル燃料への
適用拡大も推進していきます。

※CO2NNEXは三菱重工業（株）の登録商標です
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気候変動防止への支持表明と参画

「経団連 カーボンニュートラル行動計画（旧称：低炭素社会実行計画）」への参加
（一社）日本経済団体連合会は、地球温暖化は長期的かつ地球規模の課題との認識のもと、「2050
年における世界の温室効果ガスの排出量の半減目標の達成に日本の産業界が技術力で中核的役
割を果たすこと」を共通のビジョンとして掲げ、「低炭素社会実行計画」を2013年に策定しました
（2017年改定）。本計画では、これに参加する産業界の業種ごとに、国内においては、最先端の技術
（BAT：Best Available Technologies）の最大限導入などを通じ、事業活動や国民生活などから
排出されるCO2を最大限削減し、また、海外においては、温暖化防止に向けた意欲ある取り組みを
積極的に支援し、同時に、2050年半減のためのブレークスルーとなる革新的技術を戦略的に開発
するための目標や活動内容を定めています。
本計画に参加する産業界の業種のうち、（一社）日本ガス協会、電気事業低炭素社会協議会は、そ
れぞれ都市ガス事業、電気事業における低炭素社会実行計画を策定しており、大阪ガスはそれぞれ
の会員として両業種の計画に参加し、CO2排出量削減の進捗や省エネ施策など年度調査に協力す
るとともに、地球温暖化（気候変動）に対応する取り組みを進めています。
2021年6月に、この計画は「カーボンニュートラル行動計画」へと改められました。2050年カーボン
ニュートラルに向けた計画として、計画の策定や取り組みを進めていきます。

神戸市とともに環境省「脱炭素先行地域」に選定
大阪ガスは国が推進する地域脱炭素政策に賛同し、自治体をはじめとする地域のステークホルダー
とともに地域特性に合わせた脱炭素の取り組みを進めています。
2024年に神戸市と当社を含む6社とともに、環境省「第5回脱炭素先行地域※」に「震災から30年、
復興プロジェクト『神戸医療産業都市』を脱炭素で『いのちを守るまち』へ進化」の計画で応募し、選
定されました。この事業の推進にあたり、当社は神戸市と相互に連携・協力するための連携協定を締
結しました。
当社は、再エネ・省エネ設備の導入支援、再エネの供給など、多様なソリューションの提供を通じ、地
域脱炭素のまちづくりを推進していきます。

※「脱炭素先行地域」は、2030年までに、家庭や業務などで発生する電力消費（民生部門）に伴うCO2排出の実質
ゼロを実現し、その他の温室効果ガスの削減についても地域特性に応じて実現する地域です

温室効果ガス排出削減貢献量に関するガイドライン作成に参加
大阪ガスは、（一社）日本LCA学会 環境負荷削減貢献量評価手法研究会が2024年12月に公表した
「組織の温室効果ガス排出削減貢献量の算定と開示に関するガイドライン」作成に、環境負荷削減
貢献量評価手法研究会メンバーとして携わりました。当ガイドラインは組織の削減貢献量を算定す
ることで、組織としての社会への貢献の規模を把握することができ、将来の脱炭素化に向けた組織と
してのマネジメントや意思決定への活用や、開示による社会とのコミュニケーションへの利用を目的
に作成されたものです。また、（一社）日本ガス協会が2024年3月に発行した「都市ガス業界の温室
効果ガス削減貢献量算定ガイドライン」作成にも携わり、都市ガス事業者が、国内外における自らの
事業・サービス等による削減貢献量を定量化し、ステークホルダーに対して適切な情報発信を行うと
ともに、経営指標等で活用することへの働きかけに寄与しました。

「GX率先実行宣言」への賛同
大阪ガスは2024年12月に、企業がGX製品※1の調達や取り組みについて意思表明する「GX率先
実行宣言」※2を行いました。
社会全体のGX加速化に向けて、GX製品の早期社会実装が極めて重要であることから、当社は自
らのScope 1、2の削減取り組みに加え、これらの製品・サービスが有するGX価値の評価を通じて
GX製品の社会実装に積極的に貢献することで、サプライチェーン全体でのGX推進に取り組んで
いきます。

※1 製造過程での排出削減効果が大きい製品や、他者の排出削減に貢献する製品
※2 �カーボンニュートラルへの移行に向けた挑戦を果敢に行い、国際ビジネスで勝てる企業群がGXを牽引する

枠組み「GXリーグ」で検討され、2024年12月に新設

「GX フューチャー・リーグ」への参画
大阪ガスは、GX需要創出とサプライチェーンでの排出削減の実現に意欲的に取り組む企業の枠組
みである「GX フューチャー・リーグ」に参画しています。
また、リーグ内のワーキンググループにも参加し、GX需要創出の機運醸成やGX需要創出に貢献
する企業のさらなる評価向上についても検討を行っています。 神戸市との連携協定締結式

左から 当社常務執行役員 植田信一、神戸市副市長 今西正男氏
（両者ともに2024年当時の役職）
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TCFD提言に基づく情報開示 ―リスクと機会の認識と対応―

取り組みの背景・考え方
地球規模の気候変動への対応は「持続可能な開発目標（SDGs）」の一つに位置づけられ、2016年11月発効のパリ協定以降、世界中で取り組みが進んでいます。日本においても、2020年10月に2050年
カーボンニュートラルが宣言され、気候変動への対応が一層重要となっています。
エネルギービジネスを中心に事業を展開するDaigasグループにとって、気候変動対応は経営の重要課題の一つであり、CO2排出削減の取り組みは極めて重要な使命です。2021年1月には、当社グループと
して「カーボンニュートラルビジョン」の策定・公表を行い、2050年に向けカーボンニュートラルに挑戦する姿勢を示しました。
2023年3月には、「エネルギートランジション2030（ET2030）」を公表し、エネルギーのカーボンニュートラル化への移行に向けた道筋の全体像と、2030年に向けた当社グループの具体的な取り組みやお客さまに
ご提供できるソリューションをとりまとめ、ステークホルダーの皆さまにご提示しました。2024年3月に公表した「中期経営計画2026」では、「エネルギーのカーボンニュートラル化」を重点取り組みの一つとして掲げ
ています。2025年2月には「エネルギートランジション2050（ET2050）」を公表し、2050年のカーボンニュートラル実現に向けてエネルギートランジションのロードマップをより明確にするとともに、ステークホル
ダーの皆さまと「ミライ価値」を共創していくためのソリューションをご提示しました。
2017年6月に発表された「気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）」による提言（以下、TCFD提言）は、投資家に適切な投資判断を促すために、企業に対して気候関連の財務情報開示を奨励しています。
大阪ガスはTCFD提言に賛同するとともに、TCFD提言を気候変動への対応を検証する指標として活用しています。また、当社はTCFD提言に即した気候変動対応の情報開示に向けた取り組みを議論する
TCFDコンソーシアム※に参加しています。
※�TCFDコンソーシアム：2019年5月27日に設立され、気候変動対応の企業の効果的な情報開示や、開示された情報を金融機関等の適切な投資判断につなげるための方針などが民間主導で議論されています。経済産業省、金融庁、
環境省がオブザーバーとして参加しています

気候変動に関するガバナンス
Daigasグループでは、気候変動対応を経営の最重要課題の一つであると認識しています。当社グループ全体の重要事業
活動を意思決定、監督する取締役会において、気候変動問題を含む案件について意思決定、監督しています。年3回開催す
る「サステナビリティ推進会議（経営会議）」では、役員が気候変動問題を含むESG課題に関する活動計画および活動報告
を審議し、代表取締役社長に上申、報告を行います。
また、当社グループのサステナビリティ活動を統括する役員「Chief Sustainability Officer（CSuO）※」（常務執行役員）を
委員長とし、関連組織長等を委員とする「サステナビリティ推進委員会」を設置しています。「推進委員会」は年3回開催し、
気候変動対応にかかわる事業活動の計画の策定・推進、目標達成状況、リスクの管理と対応等について組織横断的に審
議・調整・監督し、そのうち、サステナビリティに関する経営の施策目標に対する進捗状況や、気候変動による財務影響が大
きいと想定される事業計画などの重要事項を取締役会に付議・報告しています。
社外取締役以外の取締役には、業績連動報酬を支給しており、その業績指標の一つとしてサステナビリティ指標達成度係
数を用いています。サステナビリティ指標には、カーボンニュートラル（以下、CN）に向けたCO2排出量などの気候変動関連
指標を採用しています。
※中長期的な企業価値向上を目指し、グループ横断的な経営課題への対応を進めるべく、2026年4月1日からチーフオフィサー制度を導入

戦略
シナリオ分析
Daigasグループは、気候変動が中長期的に当社グループの事業に及ぼす影響を把握し、対応策を検討・準備するための材料として活用することを目的として、外部機関（IEA）が公表しているシナリオを用い、気候
変動に関するシナリオ分析に取り組みました。
当社グループの事業のうち、気候変動による影響が大きいと想定されるエネルギー事業（国内・海外のガス・電力事業等）を対象とし、省エネの進展度合いや電源構成の推移等も考慮した複線的なシナリオ（1.5℃
シナリオ（NZE2050）、2.6℃シナリオ（STEPS）※）を想定し、分析を行いました。
シナリオ分析によって得られた示唆を中長期的な事業戦略の検討に活かしながら、当社グループ事業のレジリエンスを高めるための取り組みを着実に実施していきます。また、今後の世界的な気候変動対応の進展によ
り、シナリオの前提条件が変化していく可能性があります。外部機関のシナリオを参考にしつつ、必要に応じて更新を行いながら、引き続きシナリオ分析を深めていきます。� ※出典：IEA「World Energy Outlook 2021」

■ 気候変動に関するガバナンス・リスク管理体制

付議・報告 重要な意思決定・監督

取締役会
気候関連を含む重要経営課題を半期に1度報告
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第三者検証受審

見直し
課題の抽出
対応策検討・改善

カーボンニュートラル
推進室の設置（2022年4月）
カーボンニュートラル化実現の
ための戦略立案・推進を統括
各組織・関係会社との
調整・計画推進・フォロー

全社委員会： サステナビリティ推進委員会
委員長：CSuO

3 4

受審（    ）3
環境パフォーマンスデータに対する第三者検証

企画部  カーボンニュートラル推進室 1 ★

環境部会 1 3 4

企画部　サステナビリティ推進室　
（サステナビリティ推進委員会・環境部会事務局）

3
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財務的影響度 ： 小 財務的影響度 ： 大

リ
ス
ク

機
会

シナリオ 影響 短中期
事業への影響

長期

物理
物理
リスク

気象災害による
施設被害 設備修繕費や保険料の増加 設備対策費増加2.6℃

LNG調達競争による
価格高騰

LNG調達競争激化による
さらなる価格高騰・調達阻害天然ガスへの転換2.6℃

ガス・火力電力の販売量減 ガス・火力電力の販売量減非化石エネルギーへの
転換1.5℃

市場

国内でのLNG転換
海外でのLNG事業拡大

海外でのLNG転換・
高効率機器販売の拡大天然ガスへの転換2.6℃市場

再エネ電源の開発拡大 e-メタン導入、再エネ電源拡大、
CCS付火力発電の調整電源としての価値向上

再エネ・CCUS技術の
進展1.5℃技術

再エネ電気の販売拡大 再エネ電気の販売拡大再エネ電源大量導入2.6℃
1.5℃政策

分散型電源アグリゲート
ビジネスへの参画

分散型電源アグリゲート
ビジネスの拡大AI/IoT技術の発展2.6℃

1.5℃
技術

ガス関連事業の
資金調達力低下

化石燃料事業への
投資減退

投資基準の
低・脱炭素事業重視1.5℃評判

ガス・火力発電事業への
炭素税負担

炭素税上昇による
さらなる負担炭素税の導入2.6℃

1.5℃政策

災害対応機能付き製品・
サービスの販売増 分散型エネルギーの拡大気象災害対策への

意識向上と支援策の増加2.6℃物理
機会

移行

物理

移行

リ
ス
ク

機
会

物理

短中期 長期

● 設備の災害対策強化

● 調達先の多様化
● 国内外における再エネ電源開発と販売拡大
● 投資家との対話

● CCUS/e-メタン
    技術調査・開発・実証

● CCUS/e-メタン・
    水素等の本格導入、
    サプライチェーン構築

● 災害対応機能付き製品の開発・販売

● 国内外における再エネ電源開発と販売拡大
● 高効率・コンパクトな分散型電源（CGS、燃料電池）開発・販売
● 国内外での燃料転換・高効率機器販売の拡大
● 分散型電源アグリゲートビジネスの実証・参画

● さらなる省エネ技術開発
● CCUS/e-メタン・
    水素等の本格導入、
    サプライチェーン構築

移行

物理

移行

主な対応策は「カーボンニュートラルビジョン」「ET2030」「ET2050」を
ご覧ください※ 

主な対応策は「カーボンニュートラルビジョン」「ET2030」「ET2050」を
ご覧ください※ 

■ リスクと機会に対する戦略・対応策■ リスクと機会の評価

リスク・機会の認識
複線的なシナリオ分析のもと、Daigasグループの国内外のエネルギー事業を取り巻く環境を踏まえて、想定しうるリスクと機会を洗い出し、2030年に向けた短中期と2050年に向けた長期に分けて評価し、
対応策を検討しました。
当社グループは、天然ガスを主要な原料・燃料として日本の関西エリアを中心にガス・電力事業を営んでおり、気候変動に伴う様々な外部環境の変化について、その要因を「移行リスク」と「物理的リスク」に分
類のうえ、重要なリスクと機会を特定しています。当社グループにおける気候変動に関する大きなリスクとして、海面上昇や局地的な異常気象の発生等による台風や大雨などの自然災害は、製造・供給設備な
どに損害をもたらす可能性があります。また今後、国内での炭素税導入や税率の大幅な引き上げが行われた場合や、顧客の非化石燃料への転向意向が高まれば、事業へ影響を与える可能性があります。一方
で、再生可能エネルギー（以下、再エネ）やCN化技術の開発・普及を促進すれば、当社グループにとって大きな機会になる可能性があります。
当社グループは、特定したリスク・機会へ適切に対応するために、多様な事業によるポートフォリオ経営を推進していくことで、持続的成長を図ります。

気候変動に伴うリスク・機会の財務的影響
Daigasグループは、「中期経営計画2026」において、2024年度から2026年度の成長投資として、将来の収益構造に向けたCN領域（再エネ、e-メタン等）へ1,000億円の投資を見込んでいます。
また、当社グループは、再エネの普及貢献に積極的に取り組んでおり、2030年度の再エネ事業の拡大による売上影響額として、1,000億円規模と試算しました。
なお、上記の財務的影響試算は、不確実な要素・仮定を含んでおり、実際には、重要な要素の変動により、大きく異なる可能性があります。
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▶︎ カーボンニュートラルビジョン ▶︎ ET2030 ▶︎ ET2050※



•�「カーボンニュートラルビジョン」に基づいたCN社会実現に向けた協業
や参画事案への決議
•気候変動対応を管理する指標の実績フォロー　など

温室効果ガス削減の取り組み
Daigasグループにとって、温室効果ガス排出削減の取り組みは極めて重要な使命であり、自らの事業活動はもとより、エネルギーをご利用いただくお客さま先でのCO2排出削減にも注力しています。「ET2030」で
は、2030年度に国内サプライチェーンにおけるCO2排出量を2017年度比で500万トン削減することを目標に掲げており、CO2排出量削減に向けた様々な取り組みを進めています。
また、「カーボンニュートラルビジョン」では、2030年度に年間約1,000万トンのCO2排出削減貢献を目指すことを経営目標の一つに掲げています。この指標は社会全体での削減に貢献できることから、当社グ
ループの事業活動の取り組みとリンクする形で目標化してマネジメントに用いています。さらに、当社グループは2025年2月に「ET2050」を策定しました。 2030年以降の不確実性を考慮しつつ、日本の第7次
エネルギー基本計画で示されたエネルギー需給見通しに基づいて、複数のシナリオを想定し、柔軟に対応していく方針です。（各取り組みは P.41-P.55をご覧ください）

CN社会に向けたレジリエンスの取り組み
気候変動による社会全体の大きな課題の一つに、社会基盤であるエネルギーの安定確保があります。Daigasグループは、CN社会に向けて、安定供給・レジリエンスの面でも社会へ貢献し続けるために、CN化技術
を活用したガスや電気といった複数のクリーンなエネルギーと災害対応機器やエネルギーの面的・高度利用といった様々なサービスを引き続き提供していきたいと考えています。
当社グループは、事業成長と社会基盤の安定の両立を目指し、世界的に気運が高まるCN化への対応として、社会全体のCO2排出削減貢献活動、ガスの高度利用の促進、CN化技術の開発の取り組みを進
めます。
当社グループによるエネルギーのCN化の全体像については P.43をご覧ください。

リスクの管理
Daigasグループの事業計画や投資計画の意思決定の際には、ガスおよび電力事業をはじめ各事業の担当組織が各事業に及ぼすリスク要因や影響度を分析し、リスクを抽出・識別したうえで、その他の事業リスク
等と合わせて経営会議の審議を受けます。策定された計画における気候変動リスクは、「環境部会」「サステナビリティ推進委員会」「サステナビリティ推進会議（経営会議）」で報告・フォローを行い、PDCAサイ
クルにより管理しています。
また、取締役会や経営会議において、気候関連のリスクや持続可能性について投資判断を含む意思決定を行っています。2026年3月末までに気候変動関連で付議・報告した案件には下記があります。 
リスク管理体制は P.56をご覧ください。

指標・目標
CN社会の実現に向けて、省エネや天然ガスの高度利用、再エネの普及などによる徹底したCO2排出
削減貢献を進めます。 

※1 国内サプライチェーン（スコープ1・2・3）における排出量
※2 �2017年度以降にお客さま先や自社事業活動に導入する高効率設備や低炭素エネルギー等により、算定年度
1年間にCO2排出を削減すると推定される効果を算定

分野 項目 目標 目標年度 

　
気
候
変
動

グループCO2排出量 CO2排出量実質ゼロ 2050年
2,702万トン※1 国内▲500万トン（2017年度比） 2030年

社会への
CO2削減の貢献 CO2排出削減貢献量※2 1,000万トン 2030年

700万トン 2026年

自らの
事業活動での

CO2削減

再エネ普及貢献量 500万kW 2030年
400万kW 2026年

再エネ電源比率 50％程度 2030年
30％程度 2026年

自社オフィス・社用車CO2削減率 100％ 2030年
67% 2026年

技術開発での
貢献

e-メタン等社会実装の推進 1％導入 2030年
e-メタン サプライチェーンPJにおける最終投資決定 2026年

メタネーション技術開発の推進 SOEC パイロットスケール（400Nm3/h級）での技術確立 2030年
SOEC GI基金事業第2フェーズ移行 2026年

ICPの導入について
Daigasグループでは、2023年から、炭素影響の大きい投資案件の評価にあたって内部的な
炭素価格（Internal Carbon Pricing：ICP）を用いたシナリオ分析を行っており、リスクの程度
や対応策の有無、その有効性等も含めて、意思決定の判断材料の一つとして活用しています。
価格は、外部機関（IEA）による炭素価格の推移予測等を参考に、投資対象国/時間軸に応じて
設定しており、最新の政策動向等を踏まえ、毎年見直しを行うこととしています。
■ 例：国内の投資案件に適用するICP	 （2026年6月現在）

2030年   50ドル/t-CO2
2040年   60ドル/t-CO2
2050年 110ドル/t-CO2
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資源循環社会への貢献
取り組みの背景・考え方
Daigasグループでは、循環型社会を目指し、事業活動バリューチェーン全体での資源の有効活用と3R＋Renewableの推進を通じた資源循環により廃棄物の排出量の最小化に努めるとともに、水の適切な
利用と排水管理を行い、節水に努めます。
具体的には、リデュース、リユース、リサイクル（3R）を徹底し、資源消費の低減と廃棄物の削減、使用済資源の再使用・再生利用に努めています。都市ガス製造所でのゼロエミッションやガスメーターのリユー
ス、ガス導管材料のリサイクル、ガス導管工事での掘削土の再生利用、使用済ガス機器のリサイクルなど、事業活動バリューチェーン全体での資源循環に取り組んでいます。

Daigasグループにおける資源循環の取り組み

ガス導管材料のリサイクル
ポリエチレン（PE）管廃材は、主に供給管の防護カバー等に再生利用しています。2025年度は
103tのPE管廃材が発生し、その全てを再生利用しました。

メーターリユース
お客さまにご使用いただいたガスの使用量を計測するため、約770万個のガスメーターを設置して
います。
これらのメーターは、計量法により10年ごとに交換することが定められています※1。
使用開始から10年を経過した一部のメーターは、分解・整備・検査を経て新品同様の性能に整備し
たうえで、再びお客さまのもとに設置する「リユース」に取り組んでいます。
従来は、この整備を3回繰り返し、合計40年間使用していましたが、メーカーと共同でガスメーター
の寿命を耐久試験等※2で再評価した結果、さらに長期間使用できることが判明しました。2009年
度からは、整備回数を増やし、合計60年間使用することとしました。
ガスメーターにはアルミニウムが使用されており、これを再利用することで、新品製造に比べてCO2
排出量の削減にもつながっています。

※1 メーターの交換については一部異なるメーターもあります（25号以上のメーターは7年ごと）
※2 耐久試験については、繰り返し試験や熱加速試験等を実施

「e-サイクル」でマニフェストを電子化
Daigasグループでは、販売代理店・収集運搬業者・処分業者の3者をインターネットで結び、独自シ
ステム「e-サイクル」を運用し、販売代理店が回収した使用済みガス機器などを各業者が適正に処
理したことを証明する「マニフェスト」を迅速に確認できるようにしています。
当社グループが独自に構築したシステム「e-サイクル」では、（公財）日本産業廃棄物処理振興センターが

運営する電子マニフェストシステム（JWNET）とEDI※接続することによりマニフェストを電子化して交
付できるようにしています。
※ EDI
 　�Electronic Data Interchangeの略。大阪ガスが独自に開発した「e-サイクル」システムサーバーと、JWNETの
サーバー間で電子データを交換します

家電リサイクル法への取り組み
ガス機器のなかで家電リサイクル法対象の家庭用ガスエアコンおよび衣類乾燥機については、法
に則り適正に処理しています。2025年度のリサイクル率は、家庭用ガスエアコンでは回収した総重
量（約77t）の91％（法定基準80％）、衣類乾燥機では回収した総重量（約16t）の92％（法定基準
82％）でした。

■ エアコン
2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

再商品化等処理台数� （台） 2,921 2,755 2,645 2,180 1,941
再商品化等重量（回収総重量）�（t）    118    111    106      87      77
再商品化重量� （t）    107    101      97      76      71
再商品化率� （%）      90      91      91      91      91

■ 衣類乾燥機
2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

再商品化等処理台数� （台） 393 445 408 425 371
再商品化等重量（回収総重量）�（t）   16   19   17   18   16
再商品化重量� （t）   15   17   15   16   14
再商品化率� （%）   90   90   91   91   92
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土壌・地下水の保全
石炭ガス工場跡地の土壌・地下水汚染への対応
大阪ガスでは、土壌汚染の可能性のある石炭ガス製造工場跡地について、法令等に基づき、土壌や
地下水の化学物質含有量および構内や周辺への影響の可能性を調査し、調査結果を公表するとと
もに必要に応じて適切な対策を講じてきています。例えば、土壌汚染対策法の指定基準に適合しな
い物質（主にシアン化合物、ベンゼン等）を確認した場合は、所轄行政機関に報告のうえ、掘削除去
や原位置浄化等の対策を適時適切に講じています。また、土地改変にあたっては、関係法令に基づ
き必要な調査を実施するとともに、掘削土壌の適正処分、原位置封じ込め等、適切な対応を実施し
ています。調査結果および対応についてはプレス発表を行っています。なお、これらの対策工事は
全て実施しています。今後も、法令等に基づき、適切に対応していきます。

▶︎ 工場跡地の土壌調査結果公表リスト

アスベストの管理
主要設備、ガス機器等、建物におけるアスベスト使用状況は以下のとおりです。

ガス製造、供給設備 ガス機器、燃焼設備 Daigasグループの建物

新規設備でアスベストは使用してい
ません。既存設備に使用されている
アスベスト材料は、通常の設置状況
では飛散することはありません。こ
れらは、整備・回収時に順次非アス
ベスト製品に取り替えています。

新規ガス機器、燃焼設備でアスベ
ストは使用していません。過去に販
売されたガス機器にパッキン等で
一部アスベスト材料が使用されて
いますが、通常の使用状態では飛
散することはありません。

建物の吹き付けアスベストは計
画的に除去を進め対応を完了し
ました。お客さまにご来場いただ
くショールーム等の開放部に吹
き付けアスベストは使用してい
ません。

化学物質の管理
関係法令等を遵守して適切に管理
Daigasグループでは、製造・供給活動において有害化学物質はほとんど取り扱っていませんが、
今後も下記の方針で化学物質を管理し、排出削減に取り組んでいきます。

■ Daigasグループの化学物質管理方針
1. 化学物質の使用に関する関係法令、環境規制の遵守
2. ISO14001等の環境管理活動における、化学物質の管理強化・排出削減
3. ウェブサイト等による、化学物質管理情報の公開

PCB廃棄物の管理
行政の方針に従って適正な管理・処理を推進
Daigasグループでは、グループ各社が所有するPCB含有廃棄物について、「ポリ塩化ビフェニル廃
棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」に基づき、適正に管理・処理しています。10kg以上
の高濃度コンデンサー・トランスは2012年度までに全て処理を完了しました。また安定器等も、法
定処理期限までに全て処理を完了しています。低濃度PCBに関しては2013年度から無害化処理
認定施設に委託して、計画的に処理しています。
今後も行政の処理スケジュール、方針に従い、確実に保管・処理を実施していきます。

ガス機器のエコデザインへの取り組み
各種法令に準じて、化学物質含有を制限するなど環境に配慮
2006年7月、家電機器において、鉛やカドミウム等の特定化学物質の使用制限を定めた欧州連合の
「RoHS指令」が施行されました。国内では、2006年7月に省令改正された「資源の有効な利用の促
進に関する法律」によって、電機電子機器に含有される化学物質の表示に関するJIS規格（通称
「J-Moss」）に則り、特定有害6物質を含有している場合は表示および情報提供が義務付けられて
います。
このように自動車や家電分野で進められている化学物質を含めた環境対応について、ガス機器
メーカーと共同でガス機器への展開に取り組んでいます。また、日本の化学物質規制（化学物質の
審査および製造等の規制に関する法律〈化審法〉、化学物質排出把握管理促進法〈化管法〉）へも対
応。さらにRoHS指令に照らして自主的な調査、対象物質の削減にも取り組んでいます。

プラスチック資源循環促進法への対応
Daigasグループでは、循環型社会形成を目指し、3R＋Renewableの推進を通じた資源循環の取り組みを促進しています。
プラスチック資源については、ガス導管材料であるポリエチレン（PE）管の廃材の100％再生利用をはじめ、ガス警報器に使用される樹脂の再生利用など、事業のサプライチェーンにおけるマテリアルリサイクル
を積極的に実施しています。
また、それ以外のプラスチック使用製品の廃棄物についても、廃棄物固形燃料（RPF）に加工するなど熱エネルギーとして有効利用を図ることで、埋め立てなどの最終処分量を極力減らすための取り組みを引き
続き行っていきます。
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廃棄物や資源の利用の削減、汚染防止のための他社との協働

環境に配慮した調達の取り組み
Daigasグループは持続可能な社会の発展に貢献することを目指しており、調達においても環境や
社会への配慮が重要であると考えています。「Daigasグループ調達方針」を制定し、「Daigas
グループ環境方針」に基づいた購買活動を推進しています。
経済的条件と環境負荷低減とのバランスを考慮し、資源採取から廃棄までの製品ライフサイクルに
おける環境負荷ができるだけ少ない製品やサービスを、環境負荷の低減に努める事業者から優先
して購入をする「グリーン購買」を推進しています。

・ �お客さま宅のガス開栓時にお配りしているクリア
フォルダー開栓パック（約60万部配布/年）を紙
フォルダに変更することで、約13トン分の脱プラ
スチックを実現。

・ �当社のオフィス什器や研究開発機器のリユースの仕組みを構築し、廃棄物を削
減しています。2025年度はオフィスチェアや、複数の研究開発機器をリユース
しました。

■ 主な事例

パートナーとサーキュラーエコノミー関連事業の新規事業を開発
大阪ガスは、2023年12月に、ペットボトルなどの原料であるポリエチレンテレフタレートのケミカル
リサイクル技術の関連事業などを行う（株）JEPLANと資本業務提携を交わしました。
（株）JEPLANは、独自のPETケミカルリサイクル技術を用いて“ペットボトルからペットボトル”“ポリ
エステル衣類からポリエステル衣類”の水平リサイクルの商用化を実現している、世界でも数少ない
企業の一つです。
Daigasグループは、自社グループの強みであるネットワークを活用した関西圏でのペットボトル
および衣料品の資源循環の推進に取り組むとともに、当社グループのエネルギー関連ソリューション
により、ケミカルリサイクル工程におけるコスト削減やCO2排出量削減に取り組みます。両社そ
れぞれの強みを活かし、新たな価値創造とサーキュラーエコノミーの促進に貢献することを目指し
ます。

■ ボトルからボトルをつくるリサイクル図

出典　「ボトルからボトルをつくる - （株）JEPLANホームページ」

解 重 合

な ん ど で も
 リ サ イ ク ル

エチレングリコール溶液中で
ポリエステルを解重合してBHETを製造する

BHETを重合して
PET樹脂を製造する

石油由来原料 BHETを精製し、染料を含め
様々な不純物を除去する

重 合

N E W  ボトル
脱 色・精 製

この印刷は環境に優
しい植物油インキを
使用しております。

プラスチックごみによる海洋
汚染防止に配慮し、紙製ファ
イルを使用しております。

大阪ガスからの大切なお知らせが入っております。
ご一読の上、大切に保管してください。

大阪ガスからの大切なお知らせが入っております。
ご一読の上、大切に保管してください。

大阪ガスからの大切なお知らせが入っております。
ご一読の上、大切に保管してください。

あんしんガイド
ガスを安全にご利用いただくためのお知らせ

ほあんちゃん
一般社団法人日本ガス協会
公式保安キャラクター

「ガスほあんクラブ」。
それは、ガスを使うみんなが、
ふだんから安心安全を
忘れないための、
心のクラブです。
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ウィズガスであんしんできる暮らしを
あんしんしてガスをお使いいただくために、必ずお守りください。
ガス機器の寿命と経年劣化のサイン
どうする！？ こんなもしも…
キッチン編
リビング編
おふろ編
給排気設備編
接続具編
接続工事編
業務用編
よりあんしんしてガスをお使いいただくために
ガス機器のお手入れ術
ガスの節約術
お客さま資産となるガス設備について
お客さま資産の古いガス管の取り替えについて

ガスを安心して
ご利用いただくために
Webでもご確認ください。

「ガス自由料金契約」
重要事項説明書

ガス需給契約_重要事項説明書_202606
2026年7月24日

「ガス需給契約」重要事項説明書

この重要事項説明書は、基本約款、個別約款、その他個別の契約条件(以下、約款等といいます。)に
基づきお客さまと当社の間で締結するガス供給及び使用に関する契約(以下、ガス需給契約といい
ます。)に関する説明を行うものです。

1. 個人情報の取り扱いについて
● もととう扱取い従にーシリポーシバイラプの社当、は報情人個のまさ客おたしい伺おし際にき続手約契 
に、手続きに必要な範囲で、当社、一般ガス導管事業者及びガス小売事業者との間で共同利用いたし 
ます。

２. 契約のお申込みについて
● いみ込し申お接直に店定指の社当は又社当、は合場るれさ望希をとこるす結締を約契給需スガと社当 
ただくほか、電話、インターネット等によりお申し込みいただけます。

● の他ていおに所場要需の一同 ガス小売事業者から当社のガス需給契約に変更(スイッチング)する場合、
従前のガス小売事業者への解約連絡は当社が代行して行いますので、当社の供給開始とともに従前の
ガス小売事業者とお客さまとの契約は解約されます。お引越しに伴いガスの購入先を変更される場合に
は、お引越し前の需要場所のガスの解約手続きはお客さまご自身で行っていただく必要があります。

● ガス需給契約を解約されたお客さまが、同一需要場所で、ガス需給契約の申し込みをされた場合で、その
適用開始の希望日が解約の日から1年に満たない場合、申込者が当社との他の契約にかかる債務を所定
の履行期限を経過しても履行していない場合、当社の責めによらない事由によりガスの供給が不可能も
しくは著しく困難な場合、内管が一般ガス導管事業者により工事を実施されたものでない場合等には、当
社は申し込みを承諾できないことがあります。

3. 契約内容について
● 。すましたいとのもう従に等款約の社当は細詳の容内約契 
● 、は社当 ガス事業法において定められている契約締結前および契約締結後の書面交付について、書面でお

「、てえ代に付交面書、はてい除を項事るすせら知 ガス需給契約」重要事項説明書および約款等を当社ホー
ムページでのPDFファイル等の閲覧する方法またはメール・SMS・SNS等によるPDFファイル等の送信する
方法によりこれを提供いたします（PDFファイルの閲覧には最新版のPDF閲覧ソフトをご利用ください。）。

● 後直の更変は件条給供るわかかに金料、てしと則原、合場のこ。すまりあがとこるす更変を等款約、は社当 
の検針日の翌日から、その他の供給条件は変更を行った日から、変更後の約款等によります。なお、お客さ
まは、変更を承諾いただけない場合は契約を解約することができます。

● が社当他のそは又法方るす示掲にジーペムーホの社当を款約の後更変、合場たし更変を等款約、は社当 
適当と判断した方法により公表いたします。

● は又等款約 ガス需給契約の内容を変更する場合において、次に定める場合を除き、ガス事業法第14条に
基づく供給条件の説明及び書面の交付については、書面の交付、インターネット上での開示、又は電子
メールを送信する方法その他当社が適当と判断した方法により行い、説明を要する事項のうち当該変更
をしようとする事項のみを説明し記載すれば足りるものといたします。又、同法第15条に基づく書面の交
付については、書面の交付、インターネット上での開示、又は電子メールを送信する方法その他当社が適
当と判断した方法により行い、当社の名称及び住所、契約年月日、当該変更をした事項ならびに供給地点
特定番号のみを記載すれば足りるものといたします。

● の他のそ更変な的式形るれさと要必然当い伴に廃改は又定制の令法、ていつに等款約 ガス需給契約の
実質的な変更を伴わない変更をしようとする場合、ガス事業法第14条に基づく供給条件の説明について
は、インターネット上での開示その他当社が適当と判断した方法で行い、 説明を要する事項のうち当該変
更をしようとする事項の概要のみを書面交付することなく説明すれば足りるものといたします。又、同法第

1

2026.6

61

Daigasグループ Sustainability Report 2026

Contents Introduction Management Social Governance  ESG DataEnvironmental



サーキュラーエコノミーとカーボンニュートラル実現に向けた 
バイオマス資源の有効活用
2025年日本国際博覧会（以下「大阪・関西万博」）に出展したNTTパビリオンには、ポリ乳酸を原
料とし、100%自然に還る素材で作られた布を一部の建築部材として採用していました。当社は、
パビリオンに使用された布の一部を活用し、下水処理場でのエネルギーへの変換・再利用を目指し
ます。これにより、バイオガス60m3（一般家庭約30戸の1日の都市ガス使用量相当）が得られる見
込みです。
ポリ乳酸は植物由来かつ一定の環境下で微生物によって分解される生分解性のバイオプラスチッ
クです。化石資源をはじめとする枯渇性資源の使用削減や温室効果ガスの排出抑制に貢献できる
と期待され、政府は2030年までにバイオプラスチックの国内導入量を2018年（7万t）の約30倍
にあたる200万tにする計画を示しています。
また、2025年11月には、大阪公立大学および大阪市と連携し、廃棄バイオプラスチックを活用し
たバイオガス製造実証を実施しました。本実証では、大阪公立大学のキャンパス内で販売された積
水化成品工業（株）が製造するポリ乳酸由来の容器を用いたお弁当の使用済み容器を回収しまし
た。回収した容器を当社の技術を用いて乳酸に分解後、中浜下水処理場にある消化槽に投入する
ことで、普段発生している下水汚泥由来バイオガスに加えて乳酸由来のバイオガスが得られまし
た。発生したバイオガスは下水処理場内でエネルギーとして利用しました。
本実証を通じて、回収したバイオプラスチックからバイオガス60m3が得られ、石油プラスチックか
ら排出されるCO2は約340kg削減されました。
今後はバイオガス化技術を段階的にスケールアップし、2030年頃に下水処理場での実用化を目
指します。また、微生物によりバイオガス中のCO2と水素を反応させメタンを合成するバイオメタ
ネーションの技術開発にも並行して取り組みます。
当社は、バイオマス資源を有効活用し、サーキュラーエコノミー実現やエネルギーの地産地消モデ
ル構築への貢献を目指します。
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分析結果1  自然への依存と影響
LEAPアプローチは、TNFDで推奨されている分析ツールの一つであるENCORE※を使用し、潜在的な依存と影響という観点から、対象事業の生態系サービス、および自然資本との関係性を分析しました。ま
た、ENCORE分析結果を基に、対象事業と自然との依存・影響関係を示すヒートマップを作成しました。
ENCORE分析の結果、自然への影響項目においては、ガス事業の「貯蔵」プロセス以外に共通して「GHG排出」による自然への影響が高いと評価されました。また、「製造」プロセスでは陸上、淡水生体系の利用など
インプットによる自然への影響項目において影響が高いと評価されました。
自然への依存項目においては、対象事業に共通して、供給サービス「地表水・地下水」に依存していると評価されました。また、「輸送」プロセスにおいては、海流と風による気候調節サービスなどにも依存していると
評価されました。なお、今回使用したENCOREデータ（2024年4月時点）には外来種による影響が評価指標に含まれていませんでしたが、当社グループ事業における自然への影響関係を認識しており、従来の取り
組みを継続していきます。
※�国連環境計画世界自然保全モニタリングセンター（UNEP-WCSC）や自然資本金融同盟（NCFA）などの機関によって共同開発された、自社に関係する事業プロセスごとの一般的な依存と影響を把握するために使用可能なツール

生物多様性
取り組みの背景・考え方
Daigasグループは自然の恵みを将来にわたって享受できる、「自然共生社会」の構築に貢献することを目指し、「大阪ガスグループ生物多様性方針」を2010年4月に制定（2018年3月から「Daigasグループ
生物多様性方針」に改定）しました。その後、2021年6月の「自然関連財務情報開示タスクフォース（TNFD）※」発足や2022年12月の「生物多様性条約第15回締約国会議（COP15）」において採択された
「昆明・モントリオール生物多様性枠組」を踏まえて策定された「生物多様性国家戦略2023-2030」を参照し、「Daigasグループ生物多様性方針」に「依存と影響・リスクと機会の把握」「影響の回避または最小
化」に取り組む事を明記するなどの改定を2024年4月に行いました。当社グループでは同方針に基づき、TNFDが提言する自然と事業との関連性（依存と影響）の把握と対応検討を開始しました。当社グルー
プは、事業活動を通じて生物多様性への負の影響をオフセットし、さらにネイチャーポジティブな社会の形成を目指します。
※ 2019年世界経済フォーラム年次総会（ダボス会議）で着想された、企業に対し自然との依存・影響関係やリスクおよび機会について開示し行動することを要請する国際的な組織

TNFD対応検討の実施
自然の損失により世界のGDPの半分以上は潜在的に脅かされていることが世界経済フォーラ
ムで報告されるなど、自然資本が危機的状況であるという共通認識が世界で広がっています。
こうした状況を受けて、2030年までに自然の損失を食い止め、回復軌道に乗せ、2050年まで
に自然共生社会を実現するという世界的な社会目標である「ネイチャーポジティブ」が掲げられ
ました。Daigasグループでは、この実現に貢献する取り組みが企業に求められていることを認
識し、自然に関する依存・影響・リスク・機会を検討するにあたり、TNFDが提唱するLEAPアプ
ローチ※に則った分析・評価を実施しました。
※�企業活動と自然との接点や自然との依存・影響関係、リスクおよび機会等、自然関連課題を評価する手
法。TNFDにより開発された。LEAPは「リープ」と読む

▶︎ Daigasグループ生物多様性方針

TNFDとLEAPアプローチ
LEAPアプローチの分析範囲は、事業規模と生物多様性への依存と影響の大きさを考慮し、当社グループ
における国内外のエネルギー（LNG利用）事業の直接操業を対象としました。分析では対象範囲におい
て、LEAPアプローチのうち、Locate（自然との接点の発見）、Evaluate（依存関係の診断）にかかわる項
目を試行実施しました。また2024年度に引き続き、2025年度も分析結果から得られたデータをもとに
詳細分析を進め、環境目標にかかわる取り組みを進めました。
なお、ガバナンスについては、気候変動と同様の体制で生物多様性関連の取り組みを管理・監督してい
ます。詳細は「TCFD提言に基づく情報開示」（ P.56）をご覧ください。

■ LEAPアプローチの試行プロセス

L Locate：発見
自然との接点 E Evaluate：診断

依存と影響 A Assess：評価
リスクと機会 P Prepare：準備

対応と報告

事業プロセスや操業拠
点などの観点から、事業
と自然との接点を把握

事業が自然とどのような
依存・影響関係にあるの
か特定

特定した依存・影響関係
を基に、リスクと機会の
特定、評価

特定したり自然関連課
題に対応するための対
応策・目標設定

スコーピング
分析対象事業の選定
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■ 事業と自然との依存・影響関係を示すヒートマップ※1

事業分類
自然への影響

インプット アウトプット

事業名 カテゴリ 陸上生態
系の利用

淡水生態
系の利用

海洋生態
系の利用 水の利用 GHG

排出
非GHG
大気汚染
物質

水質汚染
物質

土壌汚染
物質

固形
廃棄物

攪乱
（生活妨害）

ガス事業

輸送※2 H VH VH ー VH H H H M H

貯蔵 H ー ー ー ー ー L L ー ー

製造 VH VH VH VH VH VH H H H H

供給 H H H H VH M H H M ー

電力事業 電力供給 ー H ー VH VH H H H H H

分析結果2  自然資本との関係上重要な地域との接点
当社グループ事業における自然資本との依存・影響関係の把握に加えて、当社グループの操業拠点と周辺の自然環境との関係性を把握することを目的として、TNFDにおける評価観点として推奨されている
ツール※1を用いて当社グループにおける要注意地域※2を特定しました。
分析した結果、国内外の5拠点（海外事業所と国内製造所・発電所）が保護区および生物多様性重要地域に位置しており、要注意地域に該当すると特定しました。
また、事業拠点の水ストレス評価については、従来、大阪ガスは、企業等の環境関連の戦略や取り組みなどを評価する世界的な環境保護団体であるCDP※3に対応しており、今回のLEAPアプローチの対象以外
の事業所拠点も含め、Aqueductを用いた水ストレス評価を行いました。その結果、LEAPアプローチの対象の事業拠点では水ストレスの高い地域に位置していませんでしたが、対象以外では海外拠点を中心
に水ストレスが高い地域に位置する事業拠点が複数あることが分かりました。当社グループでは、該当拠点における事業は淡水利用量が多い事業ではないため要注意地域として把握しつつ、対応の優先順位
は低いと判断しています。
さらに、WWFのBiodiversity Risk Filterを用いて、事業拠点における自然環境状態の傾向を調査したところ、海外拠点では周辺地域で樹木による被覆が減少傾向にあることが分かりました。そして、日本国内拠点
の周辺では生態系の状態の悪化傾向があることが示唆されました。これらの傾向に対して、当社事業とどのように関連しているか分析を進めるとともに、既存の様々な取り組みによる環境負荷軽減策の効果
を評価していきます。
※1 �IBAT（Integrated Biodiversity Assessment Tool）、Global Forest Watch、BRF（WWF「Biodiversity Risk Filter」）、Aqueduct（WRI 「Aqueduct Water Risk Atlas and Tools」）の４ツールを使用。これらツール

を活用することで、要注意地域の特定が可能となる
※2 �組織の直接操業（もしくはバリューチェーン全体）における活動が、各基準により要注意と評価される環境と接する地域。TNFDが定義する基準は「生物多様性の重要性」「生態系の十全性」「水ストレス」「生態系サービス供給の重要性」の４つ
※3 英国の慈善団体が管理する非政府組織（NPO）。投資家､企業､国家､地域､都市が自らの環境影響を管理するためのグローバルな情報開示システムを運営している

事業分類
自然への依存

供給サービス 調整・維持サービス

事業名 カテゴリ

水 有害物質除去・緩和 大気関連 水関連 土地関連 その他

地表水 地下水 分解機能 ろ過 気候調節 水質 水流維持
斜面の安定
化および
浸食制御

洪水や
暴風雨の
防止

ガス事業

輸送※2 H H ー ー VH M M M H

貯蔵 ー ー ー ー VL ー ー L M

製造 H VH M M M H ー M H

供給 ー ー VL VL M VL VL H M

電力事業 電力供給 VH M VL L VL L M L M

※1 �2024年4月にENCOREを使用して作成。ヒートマップは事業とサプライチェーンごとに作成
（複数プロセスが考えられる場合は、より高い影響度の評価を採用して整理）
［統合例］：�事業Aの上流にて2プロセスあり、影響項目AにてLとVHの結果の場合は、VHと

判断。なお、全て「Not Detected」であった依存と影響項目は除く
※2 電力事業も同様のプロセス・評価結果のため、電力事業欄での掲載は省く

VH …Very High（とても重要）
H …High（重要）
M …Medium（普通）
L …Low（関連性は低い）

VL …Very Low（関連性はほぼなし）
－ …Not Detected（不検出、該当はなし）

■ �LEAPアプローチによる当社グループ事業と自然のかかわり（概念図）

自然に影響を及ぼす要因
•陸、海、淡水生態系の利用　•GHG、非GHG排出　•水利用　•水質汚染　	
•土壌汚染　•固形廃棄物　•攪乱　•外来種

依存する生態系サービス
•水資源　　•気候調節機能　　•斜面の安定化、侵食防止機能
•洪水、暴風雨の防止機能

供給 販売ガス製造（貯蔵含む）・発電調達
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TNFDに関する2025年度の取り組み
Daigasグループでは、LEAPアプローチで得られたLocate（自然との接点の発見）、 Evaluate（依存関係の診断）と当社グループ事業固有の事業プロセスや取り組み状況を踏まえながら、LEAPアプローチの
Assess （リスクと機会の評価）、Prepare（リスクと機会への対応準備）にあたる分析・評価を、順次、進めています。
要注意地域に該当すると特定された5拠点のうち、2024年度に分析した製造所・発電所に続き、2025年度は、既存の発電所2拠点について、環境影響評価の専門家と連携し、詳細な分析を実施しました。2つの拠
点はともにIUCN保護地域カテゴリー※のⅣとⅤの保護区と近接する地域にあったため、GISソフトを使用して200m間隔で最大1kmの範囲内で該当拠点とその周辺情報を収集しました。次に当社グループ拠点と
重複または隣接する保護区に関して、行政が指定する保護区等の目的や区域内での規制基準などを確認しました。最後の1拠点は事務所（テナントビル）のため、事業活動による環境影響リスクは小さいと考えてい
ます。昨年度実施した拠点も含め、要注意地域に該当すると特定された5拠点全てを分析した結果、当社グループの事業プロセスでは生物多様性をモニタリング・管理するために策定した管理計画を基に適切に予
防・対処しながら事業を行えていることが確認できました。今後も生物多様性保全に関する取り組みを進め、積極的な情報開示に努めます。
※�IUCN保護地域カテゴリー…IUCN（国際自然保護連合）が提唱する保護地域を分類するために開発されたカテゴリー。自然環境の保全を目的とした地域分類のための国際的な基準として開発された。保護目的や管理方針に基づき、
7つのカテゴリーに区分される

■ 保護区等エリアの内容と留意点への対応（2025年度）
拠点 保護区カテゴリー（IUCN）※ 分析対象拠点関連事項 留意事項 留意事項への対応

A・B
Category Ⅳ:
「種と生息地管理地域」

 → �拠点から200～400m範囲内に存在

鳥獣保護区（鳥獣保護管理法）に指定されて
いる。

✓　�野生鳥獣の保護・繁殖を図るために指定されている。
✓　�指定区域内では鳥獣の捕獲等が禁止されている。

✓　�当社グループ拠点での事業活動との直接の関連性は
低いと考えられる。

✓　�保護されている野生鳥獣の生息地が持続されるよう、
引き続き環境関連法令を遵守する。

A
Category Ⅴ：
「景観保護地域」

→ �拠点から600m範囲内に存在

自然公園地域のうち特別地域（自然公園法）
に指定されている。

✓　�自然公園法に基づいて、許可を受けなければならない
行為がある。

✓　「景観保護地域」は事業用地と直接は重ならず、当社�
　　グループ拠点での事業活動との直接の影響は低いと�
　　考えられる。
✓　�引き続き、法令遵守し、自然風景地の保護に対応する。

■ 対象拠点と保護区等指定エリア� （拠点A） （拠点B）

背景地図は国土地理院、鳥獣保護区および自然公園地域・特別地域は「国土数値情報」（国土交通省）データを加工して（株）BO-GA作成

拠点A
拠点B
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生物多様性方針に沿った取り組みの推進
Daigasグループではこれまでも製造所構内での希少植物の保全、ガス導管工事における掘削土の再生利用、実験集合住宅「NEXT21」※1での立体的な植栽の実施、国内での植林活動等、生物多様性の保全
に取り組んできました。2010年4月には「大阪ガスグループ生物多様性方針（2018年3月から「Daigasグループ生物多様性方針」に改定）」を定め、これに沿った取り組みを進めるとともに、情報発信に
も努めています。取り組みに際しては、行政・研究機関や社外有職者、外部コンサルタントの方々に指導いただいています。大阪ガスは、2003年から経団連自然保護協議会の会員企業として参加するととも
に、「経団連生物多様性宣言イニシアチブ」にも参画し、政府や規制当局をはじめとしたステークホルダーと協働で取り組んでいます。2024年度から、30by30（2030年までに陸と海の30%以上を健全な生
態系として効果的に保全しようとする国際的な目標）の達成に向けた施策の一環で環境省が進めている「自然共生サイト」※2認定制度に参加し、泉北製造所（令和６年度後期）・姫路製造所（令和7年度第1
回）が認定されました。また当社は、「グリーン購買指針」（2000年制定、2022年改定）に基づき、環境への負荷が少ない生物多様性へ配慮した物品や工事を優先的に調達する「グリーン購買」をお取引先と
ともに推進しています。
当社グループでは、国内外の新規投融資案件や開発プロジェクト案件を実施する際には、計画段階で法令上必要な案件に対しては必ず、環境影響評価（環境アセスメント）を実施しており、水環境、動物、
植物、生態系等の調査を行い、影響を評価するとともに植栽時には在来種を用いる等の生態系ネットワークとしての機能を考慮した必要な対策を講じ、持続可能な社会実現に取り組んでいます。なお、
「Daigasグループ環境方針」の実現を目指して、構築・運用している環境マネジメントシステム（EMS）や、「中期経営計画2026」を踏まえ策定した環境目標においても、事業活動のなかで生物多様性へ
配慮することを掲げています。

※1 実験集合住宅「NEXT21」
近未来の都市型集合住宅のあり方について、環境、エネルギー、暮らしの面から実証・提案することを目的として、大阪ガスが1993年10月に建設した実験集合住宅。これまで、その時代背景を踏まえて設定したテーマのもと、当社
グループ社員とその家族が実際に居住しながら、建物全体の省エネ・省CO2、都市における緑地の創出と環境共生、多様なライフスタイルに応じた住まいのあり方、商品開発などに関する様々な実証実験を行い、これからの集合
住宅のあるべき姿につながる数多くの提案や発表、商品化等を実施している

※2 環境省は2023年度から民間の取り組み等によって生物多様性の保全が図られている区域を「自然共生サイト」に認定している。2025年４月には自然共生サイトを法制化した「地域における生物の多様性の増進のための活動の
促進等に関する法律」（環境省・国交省・農水省の3省共管）が施行され、これ以降は、本新法に基づき自然共生サイトが認定されている

バリューチェーン上における生物多様性への影響認識と影響を低減する取り組み
生物多様性方針に則り、バリューチェーン上における生物多様性への依存と影響・リスクの把握に努めています。また、事業活動では、生物多様性に及ぼす影響の回避・最小化の取り組みや、各拠点に
おける緑地の推進等を行っています。これらの活動により、当社グループへの持続的な信頼の醸成、ネイチャーポジティブへの貢献、さらには企業価値向上の実現を目指します。

事業領域 生物多様性への影響認識（リスク） 影響を低減する取り組み

輸送 •液化天然ガス(LNG)タンカーによる輸送時の生物多様性への影響 •「バラスト水管理条約」への適切な対応

ガス製造 •製造所周辺の環境・生態系への配慮に関する規制強化により、操業制約につながる可能性
•地域性種苗の植栽、緑地での希少種の保全
•地域の自然とのネットワーク形成
•自然共生サイトの認定・維持に向けた保全活動の継続

都市ガス供給
•導管工事に伴う掘削・山砂採取による周辺の土壌・生態系への影響
•規制強化により工事制約・コスト増につながる可能性

•非開削工法による掘削土発生の低減および天然資源（山砂等）への依存の低減
•資源制約・コスト増に対するレジリエンスの確保
•掘削土および道路廃材の再利用

都市開発事業
•緑地・生物多様性配慮に関する建築規制の強化による事業制約
•都市部の生態系劣化・ヒートアイランドによる居住環境の悪化、物件競争力の低下

•都市開発事業での緑地整備、地域性種苗の活用

社会・お客さま先 •次世代の環境意識の低減による取り組み停滞（事業インパクトに直結するリスクは限定的）
•hu+g MUSEUM（ハグミュージアム）や製造所での取り組みの実施および発信
•次世代に向けた生物多様性教育への貢献
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都市ガス供給

ガス導管の埋設工事では、掘削土・アスファルト廃材の発生を抑制し、埋め戻しのための山砂の新規
採取を削減することで、生態系への影響低減に寄与しています。掘削工事の面積を最小限にする「非
開削工法」やガス導管を浅く埋設する「浅層埋設」の導入により、2025年度の掘削土・アスファルト廃
材発生量は、従来工法を採用した場合に比べて37.2万t減少しました。また、発生した掘削土の現場
での再利用や再生材料（再生アスファルト・再生路盤材・再生土）の積極的な利用により、2025年度の
再資源化率は99.9%となり、最終処分量は0.04万tに抑制しました。
※�2022年4月から都市ガスの供給事業は大阪ガスネットワーク（株）が実施しています

事務所・お客さま

自社施設の屋上に、約100m²の水田と約12m²の畑を設け、地域の方々とのコミュニケーションの場
としての活用や、地域の教育機関と連携した環境教育を実施しています。また、都市開発事業を展開
するグループ会社では、自社施設や開発を手掛ける分譲マンション等において、生物多様性に配慮し
た植栽や緑地整備を実施し、人と自然が共存する快適な都市空間を創出しています。

バリューチェーン上の取り組みについて、2025年度においては、以下の取り組みを進めました。

輸　送

LNGタンカーによる輸送時のバラスト水について、大阪ガスは、寄港国の規制に従い、適切に管理し
ています。また、国際海事機関（IMO）の定めるバラスト水管理条約の発効（2017年9月）に適合する
処理設備を搭載するとともに、当該設備を適切に運用し、バラスト水に起因する生態系への影響を軽
減しました。

ガス製造

保有する全てのガス製造所（泉北製造所第一工場、同・第二工場、姫路製造所）における地域性種苗
の活用等による生物多様性に配慮した緑地管理や希少種の避難場所としても機能するビオトープ
の整備、生物多様性のモニタリング調査を外部専門家との協働により実施しました。
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「自然共生サイト」の認定
大阪ガスの重要な製造拠点である泉北製造所と姫路製造所が、それぞれ「自然共生サイト」に認定
されました。
「自然共生サイト」は、国際的な目標である30by30※1の達成に向けた施策の一環で、国の審査に
合致した民間の取り組み等によって生物多様性の保全が図られている区域を認定する制度です。
また、国は「自然共生サイト」のうち、保護地域との重複を除外した区域をOECM※2として国際デー
タベースに登録します。2025年度からは、新たに地域における生物の多様性の増進のための活動
の促進等に関する法律（令和6年法律第18号。生物多様性増進活動促進法）に基づくものとされ、
当社の姫路製造所は生物多様性増進活動促進法に基づき認定されました。
両製造所は、操業当初から地域の植生と親和性の高い樹種（郷土種）で緑地化を進めてきました。泉
北製造所では、2002年から地域性種苗※3の導入に取り組んできました。導入した種苗は製造所ス
タッフが近隣地域の里山から採集したドングリ等の種子から育成し、地元小学校と連携して植栽し
たものです。また、姫路製造所では、2002年から西播磨地域の希少植物の保全活動に協力してお
り、2013年度に整備したビオトープにおいても、キキョウなどの希少種を保全しています。これらの
活動を通じて、両製造所は多様性の高い植生の創出とともに、地域とのつながり創出や環境教育の
場として機能しています。今回の認定は、これらの取り組みが評価されたものと考えています。

※1 �2030年までに、陸と海の30%以上を健全な生態系として効果的に保全しようとする国際的な目標
※2 �OECM（Other Effective area based Conservation Measures）：保護地域以外で生物多様性保全

に資する地域
※3 �近隣の地域で採種した種子から生産過程までが明らかな苗

近隣緑地との生態系のつながりが形成されていると考えています。今後も、専門家のアドバイス・指
導を受けながら、生物多様性への取り組みを進めていきます。

■ 主な取り組み内容
⃝安全で安心な事業継続と多様な生態系創出を兼ねた緑地設計や管理計画の策定、実行
⃝外来種の駆除
⃝希少種の保全
⃝専門家による動植物のモニタリング調査を実施
⃝ステークホルダーとのコミュニケーション

緑地の質向上の取り組み
当社が生産設備として保有する主要な製造所（泉北製造所、姫路製造所）において、緑地の質向上
に資する取り組みを行っています。泉北製造所では操業当初から地域の植生と親和性の高い樹種
で緑地を形成し、近年では地域性種苗のみでの緑地形成等多様性の高い植生を創出しています。
継続的に動植物モニタリングを実施しており、鳥類、昆虫類（チョウ類）や植生としてチガヤ草地の
位置を記録し、併せて外来種等の存在の有無についても記録をしてきました。モニタリングは、
2025年度まで17年間実施しています。モニタリングはラインセンサス※で実施しており、年次ごと
の出現種の推移を比較したり、チョウ類からみた多様度の評価も行っています。モニタリング結果か
ら、取り組み当初で確認種数が増え、その後安定している様子が伺えます。また、安定以降の確認
種数は、近隣の大規模な緑地公園である浜寺公園（2014年調査）の数値と比較しても高い水準を
維持しています。
姫路製造所では、2002年から兵庫県立人と自然の博物館の指導のもと、西播磨地域の希少植物
の保全活動に協力し、チトセカズラやムラサキ（いずれも環境省版レッドリスト掲載種）などの希少種
を育成しています。2013年度に整備したビオトープでは、西播磨地域に由来する地域性種苗で構
成した里山、草原、水辺を再現し、キキョウなどの希少種を保全しています。
製造所では、法令により緑地形成が求められており、一定の緑量を確保しています。両製造所では
緑の“質”が重要と考え、地域性由来の苗木を用いるなどして地域の生物多様性の確保に努めてい
ます。 また、両製造所に飛来する昆虫類や鳥類の種数においても、これらの取り組みを開始した当初
（2009年）から2012年にかけて確認種数は増えており、その後は増加した種数を維持しており、�
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■ 泉北製造所　チョウ類のモニタリング調査結果

注1：�例年、年3季（春季、夏季、秋季）の調査実施であるものの、2020年度は年2季（夏季、秋季）の調査実施。�
2020年度は、新型コロナウイルス感染症対策（府県をまたぐ移動の制限、外出の自粛による接触量の低減
等）による調査回数減のため

注2：浜寺公園は2014年時点のデータに基づく、地域代表緑地としての参考値

※あらかじめ決められたルートに沿って動植物の出現種数等を調査する方法
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子どもたちへの生物多様性教育
大阪ガスの食と住まいの情報発信拠点「hu+g MUSEUM（ハグミュージアム）」の屋上には、�
約100m²の水田と約12m²の畑を設け、地域・環境コミュニケーションや環境教育の一環として、
2015年度から地元小学校に田植え体験等の場として活用いただいています。2025年度も地元の
小学生たちが体験に参加し、田植えの約1カ月後、稲の成長や水田に生息する生き物を観察する自
然観察会を開催し、小学生たちが植えた苗がどのように育っているかや自然に飛来したトンボ類や
ミジンコ類が生息する様子なども直接体験していただきました。
プログラムの企画や運営には、「hu+g MUSEUM（ハグミュージアム）」のスタッフと、Daigas
グループの従業員ボランティアが携わり、小学生たちの田植えや稲刈りなどの体験授業のサポート
や水田の維持管理等に努めています。

体験の風景
（左：田植え、 右：稲刈り）

認証制度の体系的な導入
Daigasグループは、30by30アライアンスに参加し、生物多様性に関する認証制度への参加と体系
的な導入に取り組んでいます。	

■ 生物多様性に関する認証制度等への参加・取り組み

ABINC認証 2020年度　シーンズ塚口
（認証期間：2021年２月4日～2024年2月3日）

自然共生サイト認定
2024年度　泉北製造所（令和６年度後期）

2025年度　姫路製造所（令和7年度第1回）
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分譲マンション「シーンズ神崎川」が「おおさか優良緑化賞」の 
大阪府知事賞・生物多様性賞の2部門を受賞
2025年2月、大阪ガス都市開発（株）が、住友不動産（株）と大阪市淀川区にて販売している新築
分譲マンション「シーンズ神崎川」が第18回「おおさか優良緑化賞」※において、大阪府知事賞・
生物多様性賞の2部門を受賞しました。
本物件では、約800m2の広大な緑地面積に、約9,000本・30種類の花や木々が季節ごとに様々
な表情を描く「植栽計画」を策定しました。また大阪ガス都市開発（株）が継続的に取り組んでき
た生物多様性の生息環境の創出について、本物件でも生物多様性の3つの要素「遺伝子の多様性」
「種の多様性」「生態系の多様性」を重要視し、近隣の地域性種苗であるワレモコウとコマツナギを
植栽しています。
今回の受賞では、これらの取り組みを評価いただきました。

※�大阪府にて都市環境の改善や都市の魅力向上に貢献する等、特に優れた取り組みを行った建築主を顕彰する
制度

シーンズ神崎川

都市開発事業での取り組み

生物多様性の生息環境の創出：地域性植栽を導入したマンション開発
大阪ガス都市開発（株）は、オフィスビルや分譲・賃貸マンションの開発・運営を手がけています。
大阪ガス都市開発（株）は都市や物件づくりにおける「5つのこだわり」の一つに「環境との共生」を
掲げ、生物多様性に配慮し植栽計画に取り組んでいます。
2014年3月竣工の「ジ・アーバネックス京都松ヶ崎」では地域性種苗であるチマキザサを植栽に導
入しています。チマキザサは京都市北部に分布し、古くから祇園祭の疫病・災難よけのお守りの材料
や和菓子等に使用されてきましたが、近年、近隣の里山でも増加しているシカによる被食など、京都
市内で絶滅の危機に瀕しています。導入した10株は、京都市左京区や京都大学の研究者等がかか
わる「チマキザサ再生委員会」から譲り受けたものです。
さらに、2016年2月に竣工した「ジ・アーバネックス神戸大倉山」では、兵庫県立人と自然の博物館
のご協力により、アラカシやオカトラノオなどの地域性種苗を譲り受けて植栽しました。また、住人の
方々にも生物多様性の重要性を知っていただけるよう植物の特徴などを記載した植栽名板を設置
しました。こうした継続的な取り組みや地域性種苗の活用が評価され、2016年度グッドデザイン賞
を受賞しました。
大阪ガス都市開発（株）が手掛ける物件植栽への地域性種苗の導入は着実に増加しており、2026
年3月末時点で49物件に導入しています。今後も、生物多様性に配慮した植栽計画を仕様書と
して規格化し、開発物件での生物多様性に配慮した植栽計画に取り組んでいきます。

シーンズ御堂筋我孫子（2026年1月竣工） シーンズ天王寺烏ヶ辻（2025年3月竣工）

【地域の生物多様性に配慮した植栽を導入した物件】
49物件（2026年3月末現在：販売中物件・賃貸物件含む）
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生物多様性に関するリスクアセスメント
Daigasグループでは、バリューチェーンにおける環境への影響を認識し、生物多様性への影響の最
小化、貢献の拡大に努めています。
LNG調達先へは、サステナビリティ活動に関するアンケートを実施し、地域の生態系へのモニタリング
活動や生物多様性保全への取り組み状況等を確認しています。
また当社グループでは、国内外の新規開発案件を実施する際には、計画段階で法令上必要な案件に
対しては必ず、環境影響評価（環境アセスメント）を実施しています。例えば、当社グループ電力事業
の中心的存在である泉北天然ガス発電所や姫路天然ガス発電所建設に際しては、工事の実施（工事
用資材等の搬出入等による大気質、騒音、振動等の影響等）、土地または工作物の存在および供用
（地形改変および施設の存在による動物・植物への影響、施設稼働時の排ガス・排水等による大気質・
水質への影響等）について、環境影響評価法に基づく環境アセスメントを実施し、審査を完了していま
す。併せて、大気汚染防止対策、騒音・振動対策、排水対策や生物多様性を育む緑地形成などの環境
保全措置を取り、さらなる環境負荷低減に努めました。

「姫路天然ガス発電所」での取り組みについて詳しくは下記をご覧ください。

▶︎ 姫路天然ガス発電（株）環境への取り組み

■ 2025年度取水量
上水・工業用水 13,561千m3

地下水 3,556千m3

海水 533,677千m3

■ 2025年度排水量
下水 1,504千m3

河川 3,172千m3

海 535,997千m3

水使用量削減のための他社との協働
Daigasグループでは、お取引先やお客さまとの協働により、水使用量の削減に向けた取り組みを
行っています。
当社グループのDaigasエナジー（株）では、エネルギーや設備に関する多様な技術力を基盤に、お客
さまに寄り添った水処理提案を行っており、水使用量の削減を含めた省エネ提案を実施しています。
例えば、冷却水系統にて最適な水処理プログラムを導入し、節水を図る提案や、工場排水等を高度
処理し、用水として再利用することで上下水量を削減する提案等を行っています。

水資源の適正な利用と管理
Daigasグループの事業では、水は取扱製品の主要な原料ではなく、水利用が当社グループの大き
な事業リスクにならないと認識しています。当社グループの事業では、上水、工業用水、地下水、海水
を利用し、その排水管理を行っています。電力事業の中核となる発電所において蒸気タービンの復
水器での冷却に工業用水を利用し、冷却塔で蒸発させているほか、都市ガス製造所、発電所、事務
所等で上水、工業用水、地下水を利用、排水しています。都市ガス製造所、発電所の製造・発電プ
ロセスで使用する工業用水については、効率的なボイラー稼働や蒸気ロスの低減活動等を実施
し、プロセス内で可能な範囲で使用量の低減に努めています。また、海水については、主に都市ガ
ス製造所においてLNGの気化のために、また、一部の発電所において蒸気タービンの復水器で
の冷却のために利用しており、消費することなく、また成分に影響を与えることなく海に排水してい
ます。排水では法令、条例、自治体との協定等に基づき水質検査を行っています。2025年度も水質
汚濁防止法等の排水基準等を遵守しており違反等はありませんでした。当社グループは水も有限
資源と捉え、今後も適切な利用と管理を行うとともに水使用量の低減に努めていきます。
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環境技術開発
取り組みの背景・考え方
Daigasグループにとって、技術は企業競争力のベースであり、研究開発は最も重要な企業差別化戦略の一つであると考えています。CO2排出削減に貢献する技術開発により低炭素化を加速させつつ、都市
ガス原料や電源のカーボンニュートラル（以下、CN）化につながる技術の研究開発に挑戦していきます。天然ガスの高度利用から、再生可能エネルギーの活用、メタネーションをはじめとするガスのCN化技術
の研究開発まで様々なテーマに積極的に取り組み、CN実現に貢献する技術開発を進めていきます。

カーボンニュートラル化に資する新たな技術開発
Daigasグループでは、再生可能エネルギーから作り出される水素と、CO2から合成するe-メタン※が、都市ガスのCN化の鍵になると考えており、2030年からのe-メタン等の本格導入に向けて、多様なメタ
ネーション技術の確立を進めています。また、大阪ガスがこれまで培ってきたガス合成・触媒技術、燃焼技術、材料技術を活かし、さらなるCN化に資する技術開発を推進しています。例えば、お客さまの用途
に合わせた様々な天然ガスの燃焼技術を開発してきたノウハウを活かし、水素やアンモニアの燃焼技術を開発しています。（株）豊田自動織機とは、アンモニア燃料の利用拡大に向けて、先端技術研究所の小
型エンジン研究やDaigasエナジー（株）の熱処理用バーナ開発を連携して取り組んでいます。また、バイオメタン・バイオガスの活用や、バイオマスからCNな水素や電気を製造する技術として、ケミカルルー
ピング燃焼技術の開発にも取り組んでいます。エネルギー以外にも、放射冷却素材である「SPACECOOL®」の開発・販売を行っています。当社のカーボンニュートラルリサーチハブや、2025年9月に竣工した
「Daigas Innovation Center」では、これらの技術の研究開発や情報発信、アライアンスを行っています。

※グリーン水素等の非化石エネルギー源を原料として製造された合成メタンに対して用いる呼称

メタネーション技術が生み出すカーボンニュートラル化の鍵e-メタン
大気中に排出されるCO2を再利用し、水素と合成することで生成するe-メタンは、CNな水素キャリア※1の一つです。
e-メタンは都市ガスとほぼ同じ成分であることから、都市ガスの既存インフラやお客さま先の燃焼機器がそのまま使え、トランジション期からのシームレスなCN化が可能なため、社会実装コストを低減でき
るメリットがあります。

■ e-メタンの供給サプライチェーン

※1 �水素キャリア：気体のままでは貯蔵や長距離の輸送の効率が低い水素を、効率的
に貯蔵・運搬・利用できるようにした水素化合物

※2 �バイオ由来のCO2や将来的にはDAC（Direct Air Capture：大気中の二酸化
炭素を直接吸収・除去する技術）由来のCO2も活用する可能性がある

※3 �CCU：二酸化炭素の回収・利用�
（Carbon dioxide Capture and Utilization）

再生可能エネルギー

水

国内製造

海外調達

ローリー・内航船供給
（広域エリア）

都市ガス
パイプライン網
(既存インフラ活用)

メタネーション設備
(メタン製造)

e-メタン
CH4

H2

CO2
H2O

水素利活用
グリーン水素

火力発電所
（再エネの調整電源）

二酸化炭素※2

都市ガスインフラとして既に社会実装済み今後社会実装が必要

メタネーション技術

カーボンリサイクル（CCU※3）＝大気中のCO2は増加しない

再生可能エネルギー等で
水素を作り、CO2と合成
することで都市ガスの主
成分であるメタンを製造

都市ガス
需要家
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3つのメタネーション技術確立に向けた取り組み
既往技術であるサバティエメタネーションの大規模化に取り組むとともに、地産地消のエネルギー創出技術であるバイオメタネーションの実用化、革新技術である高効率なSOECメタネーションの早期導入
を目指します。

❶サバティエメタネーション（既往技術）※1	：既往技術のため、大規模化による早期の社会実装が可能
❷バイオメタネーション（革新技術）※2	 ：地産地消のエネルギー製造・利用が可能
❸SOECメタネーション（革新技術）※3	 ：高効率化によるエネルギーコスト低減が可能

社会実装
スケジュール

▼

▼ 商用化

▼商用化

技術開発 技術実証 早期導入を目指す

1

2

3

サバティエ

バイオ

SOEC

2020 2030 20502040

e-メタンの社会実装
カーボンニュートラル化実現

商用化

技術実証技術開発

400m3/h 1万m3/h

※1 再生可能エネルギー由来等の水素と、CO2を触媒反応させることによってメタンを合成する技術
※2 微生物のはたらきによって二酸化炭素と水素からメタンを作る技術
※3 再生可能エネルギー等により水やCO2をSOEC電解装置で電気分解して水素や一酸化炭素を生成し、これを触媒反応させることによりメタンを合成する技術

■ メタネーション技術の社会実装ロードマップ

サバティエメタネーション開発の進捗
2026年2月から、（株）INPEXと共同で世界最大級のメタネーションによるCO2排出削減・有効利用の実用化技術開発事業として長岡サバティエメタネーション実証試験を開始しました。本設備の処理能力は
400Nm3-CO2/hで、年間製造能力は一般家庭約1万戸分のガス消費量に相当します。メタネーション反応の挙動の把握や耐久性評価など、スケールアップに資する技術知見の獲得を目的に、2026年度末ま
で実証していきます。本実証で得られた技術知見を活かし、大規模（1万m3/h）サバティエメタネーション設備の概略設計を行い、CNの実現に貢献します。なお、当該試験設備は、「クリーンガス証書制度※1」に
おけるクリーンガス製造設備認定を取得しており、クリーンガス証書移転・管理を行うCO2NNEX®※2も実装する予定です。

※１ 燃焼しても大気中のCO2が増えないとみなせる価値（環境価値）を持つクリーンガス（合成メタンやバイオガス）に対して証書を発行し、環境価値をエネルギー価値から分離させて移転可能とさせる取り組み
※2 CO2NNEXは三菱重工業（株）の登録商標

バイオメタネーション開発の進捗
2024年5月～7月まで、大阪市のごみ焼却工場（舞洲工場）にて、生ごみと再エネからのe-メタン製造実証を実施し、目標どおり5Nm3/hのe-メタン製造（メタン濃度95％以上）を確認しました。
さらに、2025年4月からは、大阪・関西万博の会場内で実証※を行い、目標どおり7Nm3/hのe-メタン製造を確認しました。

※ 環境省委託事業 「令和４年度既存のインフラを活用した水素供給低コスト化に向けたモデル構築実証事業」
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SOECメタネーション開発の進捗
大阪ガスは2021年にSOECメタネーション技術の実現のキーとなる金属支持型SOECの実用サイズセ
ルの試作に国内で初めて成功しました。
2022年4月には、国立研究開発法人産業技術総合研究所と、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術
総合開発機構が公募した「グリーンイノベーション基金事業／CO2等を用いた燃料製造技術開発プロ
ジェクト」の研究開発項目の一つである「合成メタン製造に係る革新的技術開発」に対して「SOECメタ
ネーション技術革新事業」を提案し、採択されました。
本事業では、SOECメタネーションに関する技術を結集し、世界最高レベルのエネルギー変換効率を実現
する合成メタン製造技術の確立を目指しています。
小規模試験として、2022年度から2024年度にはラボスケール試験装置を完成させ、試験ではエネル
ギー変換効率60%以上を確認しました。
さらに、2025年6月には、「Daigas Innovation Center＋」にベンチスケール試験施設が完成しまし
た。本施設では、SOEC水蒸気電解装置※1の性能確認を行うとともに、プロセス全体の運転データの取
得を行い、高いエネルギー変換効率を達成するための検証を進めます。その後、さらなる高効率化に向け
て、耐久性を高めたSOEC共電解装置※2を新たに設置し、試験を行います。ベンチスケール試験後は、�
さらにスケールアップを進めてパイロットスケール試験を行い、将来的には、世界最高レベルのエネル
ギー変換効率の実現を目指します。

※1 �水蒸気を電気分解し、水素を生成する高温電解装置。再委託先である（株）東芝にて製造
※2 水蒸気とともにCO2を電気分解し、水素とCOを生成する高温電解装置

■ 「SOECメタネーション技術革新事業」スケジュール

■ メタン合成反応装置

メタン合成反応装置
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水素・電力・CO2を同時製造するケミカルルーピング燃焼技術の開発
酸化鉄の酸化還元作用を利用して電力、水素、CO2を同時に製造することのできるケミカルルーピング
燃焼（CLC※1）技術※2の開発に取り組んでいます。CLC技術は、酸化鉄を循環させながら燃料や水、空気
と反応させることで電力、水素、CO2を同時に取り出すことのできる技術です。燃料には、バイオマスや有
機廃液を用いることが可能です。燃料にCNなバイオマスを用いた場合には、グリーンな電力と水素、バ
イオマス由来のCO2、燃料に有機廃液を用いた場合には、廃棄物をリサイクルした電力・水素・CO2の製
造・供給の実現が期待されます。
一方、バイオマスや有機廃液を燃料に水素を製造しようとするCLC技術の実装例は過去なく、実用化に向
けては装置設計技術確立に向けた要素技術開発やプロセス実証等の技術課題を解決していく必要があ
ります。Daigasグループは本技術を活用して、バイオマスや有機廃液を燃料とした電力・水素・CO2を製造
し、CNやサーキュラーエコノミーを志向するお客さまへ供給することを目指しています。
※1 CLC：Chemical Looping Combustion
※2 �NEDO助成事業「カーボンリサイクル・次世代火力発電等技術開発/次世代火力発電基盤技術開発/CO2分離・

回収型ポリジェネレーションシステム技術開発」

■ 大阪ガスが目指すCLC技術実用化の姿

SPACECOOL社による新商材「放射冷却素材『SPACECOOL®』」
～世界最高レベルの冷却性能でカーボンニュートラル社会実現にも貢献～
大阪ガスが開発し、SPACECOOL社が利活用の開発を続けているゼロエネルギーで冷却できる放
射冷却素材「SPACECOOL®」は、直射日光下において、宇宙に熱を逃がすことで、エネルギーを用
いずに外気温よりも温度低下※1を実現する素材であり、社会全体のCN化にも貢献できると考えて
います。
実証実験においては、直射日光が当たった
状態で、構造物の内部温度が最大約10℃※2

低くなったことを確認しており、世界最高レ
ベル※3の冷却性能を実現しています。
本素材は、フィルムやマグネットシート、ターポ
リンなどの製品があり、地球温暖化対策、省
エネおよび冷却快適商材としての活用が期
待できます。また、2025年開催の大阪・関西
万博では（一社）日本ガス協会が出展するガ
スパビリオンに本素材が採用され、ガスパビ
リオンの空調負荷を軽減し、CO2排出量の低
減にも貢献しました。
今後、国内外において本素材の普及を促進し、CN社会の実現に貢献していきたいと考えています。

※1 大阪ガス独自の光学制御技術を用い、太陽光の入熱を抑え、熱ふく射による放熱を大きくした材料設計によ
り実現

※2 大阪市此花区の大阪ガスエネルギー技術研究所（現先端技術研究所）にて計測
※3 公開されている論文を用いた当社調べによる

再生可能エネルギー発電量予測技術の開発 
Daigasグループは、CN社会の実現に向けて太陽光発電所をはじめとした再生可能エネルギー（以
下、「再エネ」）発電所が増加していくことを見据え、再エネ発電量予測技術の開発と予測精度の向
上に取り組んでいます。
例えば、太陽光発電所から得られる電力について、従来はFITと呼ばれる一定価格での買取方式で
取り引きされていましたが、近年は新しい買取方式であるFIPが実施される等、FIT以外のスキーム
で稼働する太陽光発電所が増えており、インバランスコスト※を支払うリスク等の観点で、発電事業
者が事前に発電量を精度よく予測する必要性が高まっています。当社グループでは、長年蓄積した
流体解析の知見をもとに、気象会社レベルの気象予測技術を開発し、太陽光発電量の高精度な予
測を実施してきました。今後は太陽光発電に風力発電なども加え、再エネ発電量のさらなる予測精
度の向上にも取り組んでいきます。 

※�インバランスコスト：発電所を稼働する際、発電量の計画と実績にズレが生じた場合に発生する、金銭的ペナ
ルティ

放射冷却素材（フィルム）の外観
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世界初、現行の5倍の寿命を実現する「“超長寿命”蓄電池」開発に向けた取り組み
蓄電池市場は、車載用・定置用などの複数の用途向けに世界で拡大し続けると見込まれています。
日本においても、蓄電池は2030年度の温室効果ガス削減目標や2050年のCNの達成に向けて、
自動車の電動化や再生可能エネルギーの主力電源化を達成するための最重要技術の一つとして
位置づけられています。
グループ会社の（株）KRI（以下、KRI）は、先進的研究開発機能とコンサルティング機能を併せ持つ
総合的な民間受託研究会社として、エネルギー・環境技術、材料技術を中心とする受託研究・分析
評価を手掛けることでお客さま事業の支援を行うとともに、自社研究により新たな技術シーズの掘
り起こし、新たな価値の創造に取り組んでいます。そのなかで蓄電池については、特に重点分野の
一つとして受託研究開発事業の拡大およびバリューチェーン強化に取り組んでいます。その一環と
して、蓄電池の試作および電池パック・システム開発に強みを有するエナックス（株）を2025年12
月に子会社化し、大規模試作技術および電池パック・システム開発技術が拡充されました。これに
より、KRIの強みである研究開発や評価技術、劣化診断などの電池運用管理サポート技術と、
2024年2月に子会社化したエス・イー・アイ（株）の小規模試作技術と合わせ、蓄電池の受託研究
開発をグループ内でワンストップにて対応できる体制を構築しています。
「“超長寿命”蓄電池」の開発については、EV関連事業への事業拡大を目指す大阪ガスも協業して
おり、2030年社会に必要な蓄電池の方向性である「超長寿命化」を目指し、KRIの「超長寿命化コン
セプト」に賛同していただけるメーカーの皆さまと一緒に「材料・電極・電池」「診断・運用」の２側面から
「超長寿命化」について議論・開発を進めてきました。
KRIは、現行の5倍の寿命を実現する「“超長寿命”リチウムイオン電池（LIB)※１」基盤技術の完成・目標
到達に目途が得られたため、2025年度から10Ah（400Wh/L前後）※2のユーザー求評用サン
プルの供給を開始しました。なお、これにはKRIグループ3社が連携し、開発から実装までの加速を
図り、最終的には、電気自動車に搭載されている従来の30kWhの電池寿命(例えば保証16万
km)を、5倍以上にすることを目指します。

※１ �正極にリチウムを含む酸化物、負極に炭素材料を用いた電池で、蓄電池の種類の一つ。 小型化が可能で
高性能。モバイル機器や電気自動車のバッテリーなど様々な用途で利用されています

※２ �概ね電動バイクに搭載する程度の容量

EV蓄電池の急激な容量低下（二次劣化）の診断に関する新技術を開発
当社と（株）KRIは、電気自動車（以下「EV」）などに搭載されたリチウムイオン蓄電池の急激な容量
低下（以下「二次劣化」）に関する診断を行う新たな技術（以下「本技術」）を開発しました。日本では
2050年のCN実現に向け、EVを含む電動車の普及拡大に取り組んでいます。それに伴いEVを用
いた中古車ビジネスなども活発化していくことが期待される一方で、EV中古車に搭載された蓄電
池は、使用履歴が十分に把握できないため劣化状態の評価が難しく、蓄電池の性能低下や容量減
少に対する不安から、ＥＶ中古車の適正な価格査定の妨げやＥＶ中古車の購入をためらう一因と
なっています。本技術は、使用履歴を十分に把握できないＥＶ蓄電池においても、短時間充電から得
られる限られたデータなどから、その場で二次劣化の兆候の有無を診断することがで
きる業界初の技術です。
今後は、本技術の実用化を図り、ＥＶ中古車に対する適正な価値評価を支援するサービス等を展開
し、ＥＶ中古車市場の拡大に貢献したいと考えています。

定置用蓄電池向けの劣化診断・寿命予測技術を開発
大阪ガスと（株）KRIは、（株）KRIが持つ技術を活用し、系統用蓄電池＊などを対象とした「定置用
蓄電池向けの劣化診断および寿命予測の技術」を開発しました。
近年、再生可能エネルギーの導入拡大が進み、再エネの出力変動の抑制に寄与する蓄電池の必要
性がますます高まっています。当社は2023年2月に系統用蓄電池事業への参入を意思決定し、
2025年度は、国内で当社初の系統用蓄電所である千里蓄電所、武雄蓄電所の商業運転を開始しま
した。
一方で、蓄電池はその特性上、劣化状態に応じて適切な充放電制御を行わなければ、急劣化を引き
起こし、安全性の低下につながる可能性があります。特に大型の定置用蓄電池においては、長く
安全に使用し続けるために運用技術の開発が求められています。
本技術は、運用中の電圧、電流、温度といったモニタリングデータなどから蓄電池の劣化状態を
診断することに加え、運用パターンごとの将来劣化を予測するものです。また、物理現象に基づく
理論モデルとデータを併用することで、データのみを用いた従来の予測手法と比較して、幅広い
運用パターンの選択肢から最適な運用方法を抽出することが可能となります。これにより劣化の進
行を抑えた、蓄電池の長期運用が期待できます。
今後は、本技術を段階的に自社の蓄電池事業へ適用し、実用化に向けた詳細設計を進めるととも
に、本技術と当社が培ってきた電力トレーディングのノウハウを組み合わせることで、蓄電池の長寿
命化と安全性、経済性を両立する蓄電池の最適な運用を導き出すシステムの構築を目指します。
また、蓄電池事業全般においては、Daigasグループの総合力を発揮し、系統用・再エネ併設型を合わ
せて2030年度までに蓄電池運用規模100万kW（意思決定済の案件を含む）を目指します。

※ �電力系統に直接接続された大規模な蓄電池のこと
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大阪ガスの実験集合住宅「NEXT21」での取り組み
大阪ガスの実験集合住宅「NEXT21」は、2024年度に「第44回 緑の都市賞 国土交通大臣賞」「第
23回 緑化技術コンクール 都市緑化機構会長賞」「2024年度 グッドデザイン賞」を受賞しました。
「NEXT21」は、環境共生住宅の実証モデルとして、都市部において人と自然が共存できる住まいを
実現するための取り組みを続けており、これらの受賞は、30年にわたる居住実験の成果が高く評価
されたものです。なお、2025年４月から第6フェーズの実験を開始し、「まちで集まって住む意味を再
定義する」をテーマにDaigasグループ社員とその家族が居住し、持続可能で心地よい住環境の実
現に向けた検証を継続しています。
また、2026年2月に改修を完了した504住戸では、サーキュラーエコノミーの実現に向け、「NEXT21」
の既存住戸から回収した部材や、近隣から調達した廃材などを活用して改修しました。
改修を通じて、部材回収のための丁寧な解体方法や作業量などの検証、部材の回収・利用に伴う環
境負荷削減効果の評価などを行いました。
これらの取り組みの結果、一般的な新規の建材を調達した場合と比較して、約8トンのCO2排出量
削減に貢献しました。

■ 主な取り組み内容
⃝エネルギー実験
　�効率的なエネルギーシステム、健康・快適な住空間、災害に備える住まいなどの実験に取り組ん
でいます。
⃝環境共生活動
　居住者が植栽管理や屋上菜園での地元野菜の栽培を通じ、環境保護活動を継続しています。
⃝地域コミュニティ形成
　�建物のライトアップ、音楽会、防災訓練、料理教室などを通じ、地域に根差した活動を行っています。
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